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1．事業の概要 

最初に、本調査の「目的」及び「調査実施の概要」について整理する。 

 

1-1．事業実施の背景と課題 

北海道内におけるインバウンド観光は、国内全体の訪日外国人旅行者拡大の影響もあり、今後

もそのビジネスチャンスが広がる可能性がある数少ない成長産業分野である。しかしながら同じ

道内地域でも、そのチャンスを捉えて成功している地域がある一方、主要観光地でも充分な受入

環境が整えられず、インバウンド観光の伸びによるビジネスチャンスを逃しているケースも多い。

本事業では、道内地方部でビジネスチャンスを逃している要因の 1 つである「決済環境」に焦点

をあて、調査・実証事業を通じた現状把握と普及モデル策定により、観光分野において北海道が

目指すべき将来に向けた指針作りを目指した。 

 

現状・課題  将来ビジョン 

【全国の現状】 

●平成 28 年の訪日外国人旅行者数は、前年比 

 22%増の 2,403 万人 

●外国人旅行者における消費行動に変化 

（「爆買い」から「コト消費」へシフト） 

●外国人旅行者向け決済手段への対応に遅れ 

（観光分野の店舗数ベースで、クレジット 

カード対応率は、26%に止まっている。 

また小規模市町村ほど、普及率が低い） 

※次ページ「クレジットカードの普及率」ご参照 

→国内で数少ない成長分野であるインバウ

ンド観光の受入れにおいて、ビジネスチャ

ンスを喪失している（＝地域として、その 

経済効果を享受できていない） 

 

【北海道内の現状】 

●北海道における外国人旅行者の増加。 

平成 27 年の来道外国人数は年間 190 万人 

●北海道では釧路市が、観光庁の「観光立国 

ショーケース」に、選定された 

→今後、外国人旅行者の更なる来道・来釧が 

予想される 

⇒ 

明日の日本を支える観光ビジョン構想会議 

【新目標】 

2020 年の訪日外国人旅行者数：4,000 万人 

 

【3 つの視点】 

 ①観光資源の魅力を極め、地方創生の礎に 

 ②観光産業を革新し、国際競争力を高め、 

  わが国の基幹産業に 

 ③すべての旅行者が、ストレスなく快適に 

  観光を満喫できる環境に 

  →「キャッシュレス環境の飛躍的改善」 

   2020 年までに、主要な観光地等に 

おける「100%クレジット対応化」など

を実現 
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【観光分野おける店舗等でのクレジットカードの普及率】 

 

(出典)「観光立国実現に向けたクレジットカード業界としての取り組み」（平成 26 年、日本クレジットカード協会） 

 

1-2．事業の目的 

日本政府観光局(JNTO)の統計によると、我が国における平成 27 年の訪日外国人旅行者数は

1,974 万人を記録し、2020 年の政府目標であった訪日外国人旅行者数 2,000 万人に迫る勢いにあ

る（平成 28 年は、2,403 万人）。このような状況を受け政府は、「明日の日本を支える観光ビジョ

ン構想会議」において、観光先進国としての新たな国づくりとして、世界が訪れたくなる日本を

目指し、2020 年の訪日外国人旅行者数を 4,000 万人とする新たな目標を策定している。このこと

から、訪日外国人旅行者の受入環境整備については、これまで以上に急ピッチで進めることが必

要となっている。 

本事業は平成 27 年度に設置した、「訪日外国人旅行者数 2,000 万人の受入に向けた北海道ブロ

ック連絡会」を通じて抽出された課題の 1 つである『外国人旅行者向けの決済対応の強化』に向

けて、『決済端末等の普及モデル』を策定する事業である。諸外国に比べて、日本はクレジットカ

ード等による決済環境の整備が相対的に遅れているとされている一方、北海道を訪れる来道外国

人旅行者は今後も益々増加することが予想される。このことから、外国人旅行者受入環境の一層

の高度化に向けて、本事業にて構築する普及モデルを通じて、クレジットカード等による決済対

応強化を目的とした。 

 

1-3．事業の実施概要 

本事業の全体像については以下の通り、計 3 種類の調査を実施し、「決済端末等の普及モデ

ル」を策定の上、当該普及モデルの「普及セミナー」を道内 4 箇所にて実施した。 
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【事業実施の全体像】 

 

 

(1)事業者向け調査（決済端末等の設置・利用状況調査） 

道内 4 地域における店舗等（宿泊施設、飲食店、お土産品店、観光施設、交通機関、その他商

業施設、アウトドアガイド等：以下「店舗等」）を対象に、「決済端末等の設置状況」「クレジッ

トカード等の利用状況」に関する実態把握調査を行い、今後のクレジット端末等の普及に向け

て、店舗等側のニーズや課題を抽出し、『普及モデル策定』のための基礎データとした。 

なお調査手法については、郵送による「アンケート調査」にて実施した。 

 

(2)外国人観光客向け調査（決済手段に関する利用状況調査） 

道内 4 地域に来ている外国人旅行者を対象に、「旅行先での決済手段」についてヒアリングに

よる実態把握調査を行い、地域における今後のクレジット端末等の普及に向けて、外国人旅行者

のニーズや、彼らから見た課題を抽出し、『普及モデル策定』のための基礎データとした。 

なお調査手法については、現地でのヒアリング（予め「アンケート調査」を作成し、当該調査

票を使用して調査員がヒアリング）により実施した。 
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(3) 決済端末等の設置による実証調査 

決済端末等の設置による実証調査については釧路港へのクルーズ船入港時に、以下の「外国人

旅行者向け『クレジット決済端末等』の設置実証調査」「設置実証調査に関わる広告・宣伝の展

開」「実証調査中の店舗等に対する関連オペレーション支援」を実施した。また実証期間後には

「実証事業への参加事業者」及び「実証事業を案内したが参加しなかった事業者」を対象に、事

後アンケート調査を実施した。 

 

①外国人旅行者向け「クレジット決済端末等」の設置実証調査 

外国人旅行者向けの決済手段を増やすため、釧路市内の店舗等への決済端末の貸出・設置等に

よる実証調査を実施した。なお実施にあたっては、釧路市内の地元クレジット会社「㈱日専連釧

路」と連携し、「実証事業への参加店舗の開拓」「実証事業期間中のクレジット端末の提供（貸

与）」等で協力の上、事業を進めた。 

 

②設置実証調査に関わる広告・宣伝の展開 

クレジット決済そのものはあくまでも「決済手段の 1 つに過ぎない」ことから、実証事業を行

っている（=クレジット決済ができる）だけでは、各店舗の売上は上がらないと考えられる。こ

のことから実証事業期間中はクレジット端末の導入と合わせて、実証事業中の店舗についてのパ

ンフレット等を作成の上、クレジットカードが使用可能であることを見える化し、外国人旅行者

に向けた広告・宣伝（PR）活動を展開した。 

 

③実証調査中の店舗等に対する関連オペレーション支援 

実証事業の参加店舗等に対する決済関連のオペレーション支援については大きく、「免税対応

の支援」と「外国語対応の支援」が必要である。実証事業をスタートするタイミングでは、釧路

フィッシャーマンズワーフ MOO として「免税対応（一括カウンターの設置）」をスタートした

ことから、免税対応と連携もして、クルーズ船入港時の「外国語対応の支援」を行った。 

 

④実証事業後の事後アンケート調査 

実証期間（平成 28 年 9 月~12 月）終了後、平成 29 年 1 月に、「実証事業への参加事業者」及

び「実証事業を案内したが参加しなかった事業者」を対象に事後アンケート調査を実施の上、実

証事業の効果測定の他、当該事業へ参加した事業者の動機等について分析した。 
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1-4．調査実施地域の選定理由 

本調査では、道内 4 箇所（釧路、弟子屈、斜里・ウトロ、ニセコ地区）にて「事業者向け調

査」と「外国人旅行者向け調査」を実施した他、釧路においては「決済端末等の設置による実証

調査」も実施している。なお今回の調査にあたり、当該 4 箇所を選定した理由については、それ

ぞれ以下の通り。 

 

【調査 4 地域の選定理由】 

選定地域 事業者向け／外国人旅行者向け調査 決済端末等の設置による実証調査 

釧路市 釧路市は平成 27 年度に観光庁より、

訪日外国人旅行者を地方へ誘客するモ

デルケースを形成する「観光立国ショ

ーケース」に選定されている。また、

クルーズ船の寄港も道内で 3 番目に多

いことから、調査対象地域として選定

した。 

釧路市は「観光立国ショーケース」

に選定されていることと合わせて、

クルーズ船入港についても平成 28

年度は道内 14 寄港地のうち道内 3

位の実績がある（1 位：函館、2

位：小樽）。また、フィッシャーマ

ンズワーフ MOO や和商市場等の商

業施設が港から近く、ハイヤー協会

を中心にハイヤー会社間の連携も強

い。このことから、道内主要観光地

以外での消費拡大事例形成を目指す

地域としてふさわしいとの判断か

ら、本実証調査の地域として選定し

た。 

弟子屈町 弟子屈町は、摩周湖が道東地域の主要

観光スポットとして有名であり、1 人

旅で訪れる外国人旅行者もいることか

ら、調査対象地域として選定した。 

 

斜里町 

（ウトロ） 

知床は世界自然遺産登録されており、

当地を訪れる外国人旅行者も多い。ま

た、ガイドツアー等の体験観光も充実

していることも踏まえ、調査対象地域

として選定した。 

 

ニセコ地区 

（倶知安町、 

ニセコ町） 

特に冬場は、オーストラリアを中心に

長期滞在で来道している外国人旅行者

も多く、道内では相対的に決済環境の

整備が進んでいる地域であることか

ら、調査対象地域として選定した。 
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2．事業者向け調査 ～決済端末等の設置・利用状況調査～ 

 

2-1．調査の概要 

事業者向け調査は平成 28 年 10 月～12 月にかけて、以下概要の内容にて実施した。なおアンケ

ート調査票については、次ページのものを使用した。 

 

【調査実施の概要】 

項目 内容 

調査スケジュール 平成 28 年 10 月～12 月 

（10 月中旬より順次発送を開始し、12 月末まで回収） 

調査方法 郵送によるアンケート調査票回収方式 

調査エリア 釧路市、弟子屈町、斜里町、ニセコ地域（倶知安町・ニセコ町）の 

計 4 地域 5 市町 

調査対象 調査エリア内における観光関係を中心とした事業者。各エリアにおけ

る抽出方法については、以下の通り。 

【釧路】協力事業者：㈱日専連釧路の釧路市内加盟店から、調査対象と

なりうる事業者を抽出し、調査票を発送（抽出・発送は 

㈱日専連釧路に外注） 

【弟子屈町】北海道運輸局・釧路運輸支局・弟子屈町の協力の下、 

「水のカムイ観光圏」に登録のある観光事業者を抽出し、 

調査票を発送 

【斜里町】斜里町商工会の協力を得て、調査対象となりうる会員向け 

発送分の会報誌内に封入の上、調査票を発送 

【倶知安町】倶知安観光協会の協力を得て、調査対象となりうる事業者

を抽出し、調査票を発送。また、Web フォームも作成し、 

会員事業者向けに E-mail にて案内 

（抽出・発送・回収は倶知安観光協会に外注） 

【ニセコ町】ニセコリゾート観光協会の了解を得て、当協会のホーム 

ページに会員掲載のある事業者を抽出し、調査票を発送 

発送数 計 1,296 件 

（釧路市：712 件、弟子屈町：56 件、斜里町：122 件、 

ニセコ地域：406 件（倶知安町：219 件、ニセコ町：187 件）） 

回収数／回収率 計 316 件（回収率：24.3%） 

（釧路市：113 件、弟子屈町：13 件、斜里町：40 件、 

ニセコ地域：150 件（倶知安町：107 件、ニセコ町：43 件）） 
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【事業者向けアンケート調査票（A4×4 ページ）】 

【1】 

 

【2】 

 

【3】 

 

【4】 
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2-2．調査結果 

事業者向け調査については回収した調査票を統計的に処理（単純集計及びクロス集計）し、以

下の結果を得た。 

 

(1)回答者の属性 

 

①業種 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=300】 

回答事業者の業種は、「小売店」

「宿泊施設」「飲食店」が多く、

3 業種で全体の 74%を占めてい

た。 

 

②お客様との決済手段 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=300】 

回答 300 件のうち、「現金のみ対

応」は 25.7%、「クレジット決済

も可」は 74.3%となっていた。 
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(2)「現金決済のみ対応している」の回答結果 

 

①クレジット決済端末の設置状況 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=74】 

「現金のみに対応している」事

業者では、ほとんど従来からク

レジット端末を設置していない

が、約 1 割は「過去に設置してい

たが、止めた」事業者がいた。 

 

②「現金決済のみ対応」にしている理由 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=77】 

「現金のみに対応している」事

業者では、54.5%が「必要性を感

じていない」との回答であり、次

いで 29.9%は「手数料負担が大き

い」との回答であった。 
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③クレジット決済端末の設置状況別の、「現金決済のみ対応」にしている理由 

結果 コメント 

【従来から、設置していない】 

 

【回答 N 数=67】 

端末の設置状況別では、従来か

ら設置していない事業者では全

体回答と同じく「必要性を感じ

ない」「手数料負担が大きい」が

主な理由だった。 

【過去に設置していたが、止めた（加盟店契約を解除した）】 

 

【回答 N 数=7】 

一方、回答 N 数は少ないものの、

過去に設置していたが止めた事

業者では、上位 2 理由の他に「そ

の他」が 28.6%となっており、そ

の理由は「カード決済後の事後

処理が手間」（事業者が高齢のた

めに煩雑な事務処理が覚えられ

ない）といった理由が挙げられ

ていた。 

 

④クレジット決済端末について今後、どのような条件が揃えば導入を検討したいと思うか 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=77】 

最多は「あくまで導入意向は無

い」の 41.4%であるが、2 位「費

用負担の軽減」、3 位「クレジッ

ト決済希望の顧客の増加」を合

算すると 1 位と同程度の 41.6%

となることから、条件・状況次第

では導入を検討する事業者も多

い実態がわかった。 
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(3)「クレジットカード決済に対応している」の回答結果 

 

①自店舗で利用可能なブランドと、ブランド別の利用割合 

結果 コメント 

【自店舗で利用可能なブランド】 

 

【回答 N 数=224】 

「VISA」「Master」「JCB」につ

いては、どの事業者でもほぼ利

用可能な状況がある反面、昨今

のインバウンド対応で伸びてき

ている「銀聯カード」への対応に

ついては 29.5%に留まっていた。 

【自店舗における各ブランドの利用割合】 

 

事業者の店舗等における各ブラ

ンドの利用割合では、圧倒的に

「VISA」の利用が多かった。 
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②インターネットやスマートフォンを利用した決済サービス（Square（スクエア）、楽天スマー

トペイ、PayPal（ペイパル）等）の導入状況 

結果 コメント 

【スマホ決済サービス等の導入状況】 

 

【回答 N 数=214】 

スマホ決済サービス等の導入状

況については、導入済は全体の

約 4 分の 1 に留まった。 

（「今は導入していない」の回答者のみ回答） 

【スマホ決済サービス等の、今後の導入意向】 

 

【回答 N 数=145】 

スマホ決済サービス等につい

て、現在は導入していない事業

者が今後、導入する意向につい

ては、「今後、導入意向がある」

「条件や状況によって検討す

る」を合わせて 43.4%となり、関

心がある様子が伺えた。 

 

③調査店舗におけるクレジットでの決済割合 

結果 コメント 

 

調査全体におけるクレジットで

の決済割合については、全体の

約 3 割弱となっており、また外

国人の売上高に回答があったも

のについては、お店全体の約 3割

弱となっていた。（ただし、外国

人の売上高は回答 N 数が全体の

約 6 割であることから、あくま

で参考値と言える。） 
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④クレジットカード利用の外国人旅行者向けプロモーション状況 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=214】 

クレジットカードが利用できる

旨を外国人旅行者向けにプロモ

ーションしている状況について

は、半分が「何もしておらず」、

「普通にプロモーション（カー

ド会社等からの販促ツールを店

頭に設置している）」が 46.3%で、

自社で積極的にプロモーション

しているのは 3.7%に留まった。 

 

⑤事業者側として適切だと考えるクレジット決済額の状況 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=219】 

「金額は問わない」が 37.4%と最

多であるが、基本的には「金額の

高い順」に適切だという考え方

の事業者が多かった。 
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(4)「エリア別」の特徴 

 

①「エリア別」による、銀聯カードが利用可能な店舗等の割合 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=224】 

エリア別では、「ニセコ町」で「銀

聯カード」が利用可能な事業者

割合が 55%となっており、全体

平均及び他地域に比べて、非常

に高い結果となっていた。 

 

②「エリア別」による、スマホ決済サービス等の既導入割合 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=214】 

スマホ決済サービス等の既導入

割合は倶知安町が 42.6%と高か

った。（なお弟子屈町も 37.5%で

あるが回答 N 数が 8 件であるこ

とから、あくまで参考値。） 
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③「エリア別」による、事業者側として適切だと考えるクレジット決済額の状況 

結果 

 

コメント 事業者側として適切だと考えるクレジット決済額の状況は、いずれの地域も「金額

は問わない」が最多であるが、「①ニセコ町は『10,000 円以上』『3,000 円以上』で

二極化」「斜里ウトロは『1,000 円以上』『3,000 円以上』を合算すると 35.2%で少

額も歓迎」という様子が伺えた。 

 

④「エリア別」による、クレジットカード利用の、外国人旅行者向けプロモーション状況 

結果 

 

コメント 「エリア別」による、クレジットカード利用の、外国人旅行者向けプロモーション

状況は「①弟子屈、斜里・ウトロでは、『普通にプロモーション』が全体よりも多

い」が、「②ニセコ町は積極的な事業者がある一方、地域性の割にはプロモーショ

ンしていない層が多い」という傾向が出ていた。 
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(5)「業種別」の特徴 

 

①「業種別」による、スマホ決済サービス等の既導入割合 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=57】 

「業種別」による、スマホ決済サ

ービス等の既導入割合では、「①

体験観光事業者(n=11)：72.7%」

「②宿泊施設(n=48)：45.8%」と、

個人事業主的に事業を行ってい

る事業者で導入割合が高いと推

察される。（なお医療機関は

100%となっているが回答 N 数

が 1 件であることから、あくま

で参考値。） 

 

②「業種別」による、事業者側として適切だと考えるクレジット決済額の状況 

結果 

 

コメント 業種別では「①お土産店では全体的に、小額からでも適切と感じている」「②体験

観光事業者は二極化（サービス単価によると推察）」という傾向が見られた。 

 

(6)自由意見 

 アンケート調査における「自由意見」については、各事業者から回答があったものについて、

次ページに掲載した。 



17 

 

【自由回答一覧】 

・平日昼間の暇な時間に外国人の来店があればメリットがあると思う。どのように来店促進 

していけばよいかわからない。 

・免税金額が外国人の方々に知られる様、ポップ等必要ではないかな？と考えている。又、 

合算（一括カウンターなのでその方法等も）式の件についても知られる様にする必要がある。 

・隣町の大手スーパー内で営業していますが、外人の観光客が少なく残念です。地域一の 

品揃えの店舗ですが近隣に同じく大型スーパーがあるので、行政もこちらに寄らせないで市

内の市場や観光施設、大型スーパーに外人観光客を、案内していると聞きました。観光客が

来て損をしていると思います。公平にお客様が行きたい店に案内するべきだと思います。 

・手数料と手間の時間がめんどう。高いと思う。 

・外国人利用者は以前にくらべ減少していて、利用金額も少なくなってきているように 

思います。外国人だけではなく、多くの人が使いやすいものを店舗としては用意できれば 

と考えています。 

・外国人観光客全然なし 

・中国人、韓国人のマナーが非常に悪い。日本国内のマナーブック等の冊子を入国者に 

渡すなど国としての対応を望みます。 

・カードリーダーの処理が遅く、お客さんを待たせてしまう事がある。 

・外国人のカードが決算出来ない時、外国語のやり取りで困る。飲食店なので。 

・カードが使える事で、安心して旅行ができると思います。お金を引き出せる場所が少ない 

のにお店もカードが使えないとなると、買いたくても買えないという状況になってくるの 

では？と思います。 

・免税制度の仕組みがよくわからない 

・予約時の手付金のような形でインターネットカード決済を導入したいが、システムや契約、

法的な疑惧がある 

・現在は海外のお客様をターゲットにしていないのでクレジットや免税店にメリットを感じて

いない。 

・今年度は宿泊、入浴ともに営業していません 

・駅の中なので日常的に外国人が多いのでカードは必要！ 

・何に対する免税制度でしょうか？ 

・カード会社によって、ＣＶＣ、ＣＶＶ等のコードが通知されないので、キャンセルやノー 

ショーが発生した時はチャージできないので、今後はカード会社に対して事業者側の決済 

利用時に改善していってほしい。 

・カードの Web 決済が必要 

・クレジットフィーが高い 

・外国人、日本人関係なくカードの手数料のばかばかしさが… 

・観光客のインフラをよくするために、免税はしないでその分を使用すべきだと思う。 

公的なきれいなトイレを作るとか。 

・多く来日すればするほど、外国語対応のパンフレット等の経費がかかる。 
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2-3．結果の分析（考察） 

前述の事業者向け調査結果を受けて、「決済端末等の普及モデル」を構築するための特徴的な結

果、指針的な結果について以下の通り整理した。 

 

(1)事業者向け調査結果の分析の「まとめ」 

 事業者向けの調査結果について以下の通り分析し、まとめた。 

 

【調査結果の分析の「まとめ」】 

 

●現在は「現金のみ」で対応している店舗でも、「費用負担の軽減」や「クレジット決済を 

希望する顧客の増加」といった状況によって、全体の約 4 割は、検討自体の可能性はある 

●利用割合では「VISA」が約 5 割と圧倒的 

●調査エリア間での比較では、①「銀聯カード」への対応は「ニセコ町」が進んでいる、②逆

に「スマホ等決済サービス」は、倶知安町が進んでいる 

  →同じ「ニセコ地区」という括りでも、「ニセコ町」と「倶知安町」とでは顧客属性（欧

米系か、アジア系か）や事業者属性（個店が多いか、大規模施設が多いか）が異なるた

め、決済サービス導入の方向性にも違いが出ている 

●「スマホ等決済サービス」の導入は、未導入事業者でも約 4 割は状況次第で検討する可能性 

●店舗で「クレジットで決済ができる」旨は、どの事業者も独自で積極的に告知しておらず、

約半分が「カード会社からのツール」で、残り半分は「特にプロモーションはしていない」 

●事業者側として適切だと感じるカード決済額は、基本的には「利用金額が高ければ高いほど

適切」という傾向。しかし、業種別・地域別には以下の傾向も出ていた 

   ① 「お土産店」は「小額からでも適切」と感じている 

   ② 「体験観光事業者」では、二極化傾向 

   ③ エリア別では「斜里・ウトロ」「ニセコ町」で、二極化傾向が出ていた 
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(2)事業者向け調査分析結果に見られる「推進のヒント」 

前項の結果分析のまとめを踏まえ、クレジット端末等の普及に向けた「きっかけ」となりそう

な「推進のヒント」について、以下の通りまとめた。 

 

【クレジット端末等の普及に向けた「推進のヒント」】 

①「クレジットカードで決済できる旨のプロモーション」は半数が消極的も、残り半数は「ク

レジットカード会社が配布するツール」を使用して展開している。このことから、「クレジ

ットカード会社が積極的に、その利用を告知するツール等を配布・展開」することで、アク

セプタンス・マーク等を掲示してくれる層が一定程度あると推測される。 

（ただしカード会社にとって、そこにコストを掛けて実施した場合、どこまでの費用対効果 

が期待できるかは別の話。） 

②季節性の高いビジネスにおいては未使用期間が発生するため、クレジット端末等の積極的な

導入につながりにくいため、工夫が必要 

③「体験観光事業者」の場合、単価が高い体験観光商品の提供もありえるため、観光客の立場

から見るとクレジット対応が望ましいと考えられる。その反面、野外で決済対応が多い事業

者にとっては、手数料等とは別の意味で課題。このことから、店舗型営業とは異なる環境で

のクレジット決済可能な手段には、本来は相応のニーズがあると考えられる（欧米系には、

現金を持ちたがらない層もいることに加え、体験アクティビティは欧米系の観光嗜好性とも

相性が良いことから、本来は対応強化すべきセグメントなのではないか）。 
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3．外国人旅行者向け調査 ～決済手段に関する利用状況調査～ 

 

3-1．調査の概要 

外国人旅行者向け調査は平成 28 年 9 月～平成 29 年 1 月にかけて、以下概要の内容にて実施し

た。なおアンケート調査票については、次ページのものを使用した。 

 

【調査実施の概要】 

項目 内容 

調査スケジュール 平成 28 年 9 月～平成 29 年 1 月 

調査方法 各調査地点に外国語が話せる調査スタッフを設置の上、対面方式にて実施 

調査エリア 釧路市、弟子屈町、斜里町、ニセコ地域（倶知安町）の計 4 地域 4 市町 

調査日時・ 

調査地点 

各エリアにおける調査日時・場所については、以下の通り実施した。 

【釧路】 

①9/27(火)：ダイヤモンド・プリンセス入港（調査員：6 名） 

  ②9/30(金)：シルバーシャドー入港（調査員：2 名） 

  ③10/2(日)：阿寒湖まりむ館（調査員：2 名） 

  ④10/11(火)：フォーレンダム入港（調査員：4 名） 

【弟子屈町】 

①10/1(土)：摩周第一展望台、屈斜路湖ユースホステル（調査員：2 名） 

  ②10/2(日)：摩周ユースゲストハウス（調査員：2 名） 

【斜里町】 

①9/20(火)：知床自然センター、道の駅うとろ（調査員：2 名） 

【ニセコ地域】 

①12/20(火)~21(水)：ホテルニセコアルペン（調査員：2 名） 

  ②1/9(月)~10(火)：ホテルニセコアルペン（調査員：3 名） 

回収数 計 434 件 

（釧路市：309 件、弟子屈町：30 件、斜里町：24 件、ニセコ地域：71 件） 

調査の様子 

 

【平成 28 年 9 月 20 日(火)】 

「知床自然センター」における 

調査の様子 

 

【平成 28 年 9 月 27 日(木)】 

「釧路港」における調査の様子 

（ダイヤモンド・プリンセス入港時） 
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【外国人観光客向けアンケート調査票（A4×4 ページ）】 

【1】 

 

【2】 

 

【3】 

 

【4】 
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3-2．調査結果 

外国人旅行者向け調査については、回収した調査票を統計的に処理（単純集計及びクロス集計）

することで、以下の結果を得た。 

 

(1)回答者の属性 

 

①性別 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=327】 

回答者の性別は、男性・女性でほ

ぼ半々の回答となった。 

 

②年代 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=420】 

回答者の年代は、60 代：26.2%、

70 代：19.8%と、60 代以上で約

半分の 46%となった。（次いで 30

代：17.1%、50 代：13.3%となっ

ていた。） 
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③出身国・地域 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=428】 

出身国・地域で多かったのは「ア

メリカ」「ヨーロッパ」「オースト

ラリア」（「その他」は除く）と欧

米系が多かったが、これは釧路

でのクルーズ船の乗客に当該国

籍等の旅行者が多かったためだ

と考えられる。 

 

④職業 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=413】 

「その他」を除くと、職業で最も

多かったのは「会社員：20%」で、

次いで「自営業：10.2%」「会社役

員：7.7%」となっていた。 
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⑤世帯収入 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=329】 

世帯収入は、「100,000$～」が最

多の 31.3%で、基本的には世帯収

入が多い方が、来道割合が多い

様子が伺えた。 

 

⑥旅行人数・構成 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=427】 

旅行構成は「夫婦」が最多で、次

いで「家族旅行」「友人・仲間」

「一人旅」となっていた。 
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(2)調査地域の違いによる比較 

 

①「クルーズ船客（釧路）」と「非クルーズ船客（弟子屈・ウトロ・ニセコ地区）」での属性比較 

 クルーズ船客（釧路）：結果 非クルーズ船客：結果 

【エリア属性（N=298）】 

 

【エリア属性（N=122）】 

 

【年代（N=298）】 

 

【年代（N=122）】 

 

【世帯年収（N=226）】 

 

【世帯年収（N=103）】 

 

【クルーズ客の特徴】欧米系 67.1%、年代は 60 代以上 61.7%、旅行構成は夫婦 56.4% 

【非クルーズ客の特徴】アジア系 54.9%、年代は 30 代 31.1%・40 代 25.4%、 

旅行構成は家族旅行 36.3%・友人仲間 27.4% 
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②調査実施 4 地域間での属性比較 

釧路（主にクルーズ船客） 弟子屈 

【N=298】 

 

欧米系が全体の約 7 割 
 

【N=29】 

 

アジア系が全体の約 8 割 
 

ウトロ（斜里） ニセコ地区（ヒラフ地区） 

【N=24】 

 

アジア系が約 5 割、欧米系が約 3 割 
 

【N=69】 

 

アジア系・欧米系がほぼ半々の割合 
 

エリアによって、来道者のアジア系／欧米系の割合が大きく異なっており、北海道観光の特徴

（北海道内の地域毎の観光資源の多様性）が出ている様子が伺えた。 
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③「クルーズ船客」と「非クルーズ船客」での世帯年収の比較 

 クルーズ船客（釧路）：結果 非クルーズ船客：結果 

【エリア属性（N=226）】 

 

世帯年収の高い順に、来道割合が高い 
 

【エリア属性（N=103）】 

 

世帯年収の二極化傾向が出ている 

（「高い層」と「低い層」に分かれる） 
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(3)外国人旅行者の出身地域属性の違いによる比較（「アジア系」と「欧米系」による比較） 

 

①「アジア系」と「欧米系」での世帯年収の比較 

 アジア系 欧米系 

【N=89】 

 

世帯年収の二極化傾向が出ている 

（「高い層」と「低い層」に分かれる） 
 

【N=191】 

 

世帯年収の高い順に、来道割合が高い 
 

 

②「アジア系」と「欧米系」でのカード保有率の比較 

 アジア系 欧米系 

【N=111】 

 

【N=240】 

 

アジア系と欧米系を比較すると、欧米系の旅行者の方が、クレジットカード保有率が高かった。

また JCB の調査によると、日本人のクレジットカード平均保有率は 84%であることから、ア

ジア系・欧米系共に、来道客のクレジットカード保有率は日本人よりも高いと言える。 
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③「アジア系」と「欧米系」での望ましい決済手段の比較 

 アジア系 欧米系 

【N=106】 

 

【N=248】 

 

【アジア系】1 位「クレジット」58.5%、2 位「現金（自国両替）」29.2% 

【欧米系】 1 位「クレジット」40.7%、2 位「旅先での ATM 利用」24.2% 

アジア系と欧米系を比較すると、クレジット利用希望はアジア系の方が多かった 

 

(4)自由意見の総括（定性要因の整理） 

 アンケート調査時に回答者からあった「自由意見」については、次ページに掲載している通り

であるが、ここではそこから読み取れる傾向を外国人観光客の定性要因として総括した。 

 

【自由意見の総括】 

●複数回、北海道に来たことがある外国人旅行者からは、「以前よりも、決済に関わる利便性が

向上している」との意見あり 

●地方部でのヒアリングの方が、クレジットカードが使用できない場面があったことについて

意見が出ていた 

●小規模店舗・地元店舗では、クレジット決済が難しい場面が多いとの意見 

 （自国でクレジット決済が当たり前の国では特に、そのように受取られている可能性） 

●クレジットと合わせて要望が高かったのが「インターナショナル ATM（キャッシング）」と

「外貨両替」 

●外国人旅行者の一部には、日本でクレジット決済が不十分な状況にあることが事前に認識 

されている（例えば、『Lonely Planet 日本版』での案内） 
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【自由回答一覧】 

【ウトロ地区（H28/9/20）】 

・クレジットカードが利用できるとディスカウントを楽しむことができる。 

・観光地ではクレジット対応可能にするべき。外国人は他の国で現金を持ち歩くことが安全 

ではないことから、好きではない。 

・アメリカンエキスプレスが ATM で使用できない。 

・問題は現金を引き出すこと。 

・簡易的で小さなお店は基本的にクレジットカードを受け付けない。住んでいるフィンランド 

では普段ほとんど現金を使用しない。なので、（日本に）に着いた時、両替をしなければなら

なかった。 

・全部のコンビニで ATM があるわけではない。層雲峡のような小さい地域では追加の現金を 

引き出すための、デビットカードが使える ATM がなかった。 

・大手コンビニの ATM では時々自分のカードが使えない時があった。 

・クレジットカードを使用したかったのですが、使用が難しい場面がありました。コンビニに 

買い物に何回か行ったのですが、現金が足りなく、さらにクレジットカードを受け付けて 

もらえない為、商品を購入できないケースがありました。しかし、（旅行の）すべてが素晴ら

しくて感謝しています。 

 

【摩周湖第一展望台（H28/10/1）】 

・残念な事に、日本全国多くの場所で ATM から現金を引き出す事が不可能だった。ドイツ 

銀行からは日本でもカードが利用できると聞いていたのだが。 

 

【弟子屈ユースホステル（H28/10/1） 】 

・まだ北海道についたばかりでまだわからない。しかし、首都圏では全く問題なかった。 

 

【摩周ユースゲストハウス（H28/10/2） 】 

・日本に来るのは５回目なので、ローカルな地域のこと（クレジットカードや ATM が使用 

できないこと）は把握していた。2006 年に最初に来た時は大変だった。今はインター 

ナショナル ATM があるコンビニがあるから大丈夫。 

・旅行中クレジットカードを使用しなかった。必要な時に ATM で現金を引き出した。 

クレジットカードが多くの場所で使用できないのが、懸念事項である。 

 

【釧路：ダイヤモンドプリンセス入港（H28/9/27）】 

・パスモが使用できたらとても良い。 

・交通費がとても高い。 

・クレジットサービスの向上について。 

・クレジットカードはそんなに使わない。 

・とても安全。 
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・この旅行でクレジットカードを利用するかもしれません。 

・シンガポールではどこでもクレジットカードが利用可能です。 

・東京でこれまでで一番美味しいコーヒーショップがあった。 

・ベンダー（お店）にクレジットカード決済ができるサインが掲示されているのはとても役に

立つ。両替レートを掲示してくれるとより良い。 

・時々日本では、小さいお店でクレジットカードが利用できないなどの問題がある。 

 例えば、コーヒーショップなど。 

・クレジットカードが使用できないことを知っていたので、事前に現金を用意してきていた 

・今のところ問題ない。 

・US ドルはクレジットカードにチャージされている。すでに日本円に両替を行った。なので、

追加両替を行うだけ。あまりクレジットカードは普段使用しない。 

・オーストラリア発行の VISA カードはどこも使用できない。 

・私がクレジットカードを使用した場面で問題が発生した経験は一度もなかった。普段小さな

お店では現金で支払う。 

・クレジットカードは使用しなかった。バンクーバーで両替した日本円を使用した。 

・クレジットカードを使用する必要がなかった。 

・もっと多くのお店でクレジットカードが使用できるべきだと思う。 

・スーパーマーケットでクレジットカードが使用できなかった。 

・日本でクレジットカードを使用するのは問題がない。 

・もっと多くの両替機が必要。 

・選択肢が増えることは助かる。日本は現金社会だと知るべきだと思う。 

 

【釧路：シルバーシャドー入港（H28/9/30）】 

・はい、クレジットカードは良い支払い方法だと思います。イギリス人はクレジットカード 

での支払いを好みます。 

・とてもクリーンなシステムなのでリラックスできます。 

・今までのところは素晴らしい。 

・クレジットカードの使用に問題のある事はない。普段利用するのにとても良い。 

・特にマーケットでは英語の話せる人が少ない。 

・ビジネスシーンではいつもクレジットカードが必要だ。 

・全く問題がなかった。みなさんとても親切だった。 

 

【釧路：フォーレンダム入港（H28/10/11）】 

・銀行で最良の情報は USD と JPY のベストレートで両替できること。 

・Wi-Fi で写真が送れない。 

・10,000 円分をカナダで両替した。クレジットカードは使用しなかった。 

・ヌードルを食べたかったので、2,000 円分を船の中で両替した。 
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・寿司を買いたかったので、お昼頃ちょうど下船してきたところです。10,000 円分船の中で 

両替しました。 

・インターネットをチェックした。ラーメンを食べる計画。 

・妻がメガネの新しいフレームを購入した。地元の銀行で両替をした。 

・クレジットカードの支払いの向上は、旅行者の利便性とビジネスを促進する。 

・まだクレジットカードは使用していない。ATM を好む。 

・まだわかりません。まだここにきてから数分しか経っておりません。明後日東京に行きます。 

・個々のベンダー（店舗）は英語のサインでクレジットカードが使用できることを示している。 

・オランダではモバイル ATM というのがある。もしより現金の引出しの向上をさせるなら、

良い方法である。 

・オランダではクレジットカードは広く受け入れられておらず、デビットカードの方が使用 

されていることを知ってほしい。 

・情報として、日本でもデビットカードが使用できるべきである。 

・クレジットカードは使用しなかった。現金のみ。 

・一番早いインターネットは駅だった。MOO は遅すぎる。 

・利便の向上。 

・取引では多くの場合クレジットカードもしくはデビットカードを利用できるようにすべき 

だと思う。そうでなければビジネスチャンスを逃すだろう。 

・地元のお店でもっとクレジットカードが使用できると良い。ありがとう。 

・小さな支出は現金で十分である。 

・クレジットカードが利用できるか確認しなければならなかった。横浜でも確実に確認する。 

・支払い方法は Apple Pay や同じような決済方法に変わりつつある。 

 

【（ニセコエリア）倶知安町：ヒラフ地区＿第 1 回（H28/12/20-21）】 

・もっとクレジットカードが使用できるお店やレストランが必要。有名なデビットカードが 

公共の乗り物に使用できた。 

・クレジットカードは問題ないが、ATM に制限がある。 

・もっとインターナショナルカードの使用できる ATM が必要。 

・すべてのお店が最低料金なしでクレジットカードが使用できれば良い。 

・時々クレジットカードが使用できなかった。寒かったからでしょうか？ 

リフトパス（と一緒にしていたので）との干渉でしょうか？ 

・もっとレストランやお店でカードが使用できたら良い。 

・クレジットカードでの支払いを少なくしている。 

・もっと VISA、アメックス、マスターカードを使用できる場所を増やして欲しい。 

・銀行カードのドルの引き下ろし額に制限がある。 
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【（ニセコエリア）倶知安町：ヒラフ地区＿第 2 回（H29/1/9-10）】 

・今までのところ問題ない。 

・現金のみ使用しているので、今のところ問題ない。 

・現金での支払いを主に好む。しかしもっと高級なレストランはカードの支払いの方が便利 

かもしれない。 

・現金は大丈夫。 

・2 年前に来た時より向上している。もっと現金を引きおろせる機械があると良い。 

・安いレート。 

・問題ない。オーストラリアのカードは問題なく（お店で）スキャンできる。 

・両替手数料がないこと。 

・もっとアウトレットでクレジットカードが使用できれば良い。もっと ATM が必要。また、

手数料を安くしてほしい。 

・クレジットカードが使用できるのはありがたい。現金を使いはたしてしまった。こんなに 

技術が進んだ国だとは予想していなかった。 

・オーストラリアからオンラインでディズニーランドの支払いをしたかったのだが、幾つかの

サイトは VISA が使用できなかった。使用できるサイトがあったので問題ない。 

・問題ない。 
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3-3．結果の分析（考察） 

外国人旅行者向け調査結果を受けて、「決済端末等の普及モデル」を構築するための特徴的な結

果、指針的な結果について以下の通り整理した。 

 

(1)外国人旅行者向け調査結果の分析の「まとめ」 

 外国人旅行者向けの調査結果について以下の通り分析し、まとめた。 

 

【調査結果の分析の「まとめ」】 

●来道する外国人のクレジット保有率は、アジア系・欧米系問わず、日本人の平均保有率 

（84%）よりも高い。 

●欧米系の方がアジア系よりも全般的に「所得が高い（高所得）」の傾向。一方でアジア系

は、「高所得者層」と「中間年収層」とに分かれる。 

 →「どの層にアプローチしたいのか？」によって、事業者や地域として整備すべき決済手段

も異なる。 

●クルーズ船で来道している外国人旅行者の中心層は、「欧米系」「世帯年収 700 万円以上」 

「60 代以上」「夫婦」という構成。 

 → 金銭的に余裕がある一方、「欧米系の高年齢夫婦」が多いため、そのような層に訴求可能

な商品・サービス開発が必要（例えば、食事の量は少なくなっている方が多いと想定され

ることから、少量でも「より地元らしいもの」を提供する等、「量より、質」「モノ消費 

より、コト消費」で強化を図る必要がある。 

●非クルーズ船客で多いのは、「アジア系」「30～40 歳代」「家族旅行 or 仲間・友人との 

旅行」で、世帯年収は「1,000 万円以上の層」と「500 万円未満の層」に二極化している。 

 →一義的には「世帯年収：1,000 万円以上の層」に、「これまで以上に消費をしてもらう 

ためには、どんな商品・サービスが必要か？」を考える必要がある。 

●道内でリゾート投資が進んでいるニセコ地区でも、インターナショナル ATM に対する要求

は多く、決済環境への整備投資が進んでいない実態がわかった。 

●地方部でのヒアリングの方が、「クレジットが使用できない場面」に関する意見が出てい

た。 

●「小規模店舗」「地元店舗」で、「クレジット決済できなかった」との意見が多く出ていた。 
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(2)外国人旅行者向け調査分析結果に見られる「推進のヒント」 

前項の結果分析のまとめを踏まえ、クレジット端末等の普及に向けた「きっかけ」となりそう

な「推進のヒント」について、以下の通りまとめる。外国人旅行者の受入れについて抽象的な議

論をすると、どの国・地域の出身でも「外国人旅行者」と一括りにしがちであるが、本調査では

消費拡大に向けた「推進のヒント」についてまとめた。 

 

①「クルーズ船客」「非クルーズ船客」での来道外国人旅行者の属性相違傾向 

クルーズ船の入港を積極的に受入れている地域については、入港時には一度に多くの観光客が

地域内を観光し、またクルーズ客には外国人観光客も多いことから、そこに対する地域内での消

費への期待も大きい。しかしながらクルーズ客は、多くの来道外国人旅行者の傾向（台湾・中国

を中心とした北海道が観光目的のアジア系）からするとやや異なる属性の層（日本観光が目的の

欧米系）が多いことから、当該顧客層を対象に消費拡大を図る場合には、その属性の違いに配慮

した対応が求められる。 

 

【「クルーズ船客」「非クルーズ船客」での来道外国人旅行者の属性相違傾向】 
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②「アジア系」「欧米系」での決済に関する相違傾向 

外国人旅行者でも、そのお国柄・地域柄によって文化が異なるように、「決済」に関する感覚・

慣習についても基本的には国・地域によって異なっている。本調査ではその違いについて大きく

「アジア系」と「欧米系」に分けて分析し、以下の相違点について明らかにした。したがって今

後、各地域において消費拡大を図る場合には、「どの層をターゲットにするのか？」によって、地

域毎に積極的に整備すべき決済手段についても異なってくることに注意しなければならない。 

 

【「アジア系」「欧米系」での決済に関する相違傾向】 
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③クレジット端末等の普及に向けた「推進のヒント」 

前述した相違点：2 点も踏まえ、外国人旅行者向け調査分析から得られたクレジット端末等の

普及に向けた「推進のヒント」について、以下の通りまとめた。 

 

【クレジット端末等の普及に向けた「推進のヒント」】 

●アジア系は旅行前に自国で外貨両替してくるのに対し、欧米系は来道してから現地で通貨 

を入手しようとする傾向がある 

●地方ほど、決済手段（＝ATM、外貨両替）が限定的なため、地方に行くほど、潜在的には

クレジット利用希望が増える 

 →地方に行く程、実は各店舗でのクレジット対応が必要であり、本来は都市部よりもその 

整備の必要性は高い 

 →ATM や外貨両替は、地方では日常的な需要が少なく、採算が取れないため、インフラ 

整備への投資が進みにくい 

●購買単価の引上げを図るには、外国人観光客／国内観光客を問わず、現金だけでの決済対応

には限界がある 

 →一定の単価以上の商売では、クレジット決済への対応は不可欠 
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4．決済端末設置等による実証調査 

 

4-1．実施概要 

決済端末設置等による実証調査は平成 28 年 9 月～平成 29 年 1 月にかけて、決済端末設置等に

よる実証調査について、以下の通り実施した。 

 

(1)外国人旅行者向け「クレジット決済端末等」の設置実証調査 

外国人旅行者向け「クレジット決済端末等の設置」及び「実証事業への参加状況」については

以下の通り。 

 

【「クレジット決済端末等」の設置及び実証事業への参加状況】 

項目 内容 

実証参加の募集期間 平成 28 年 7 月～9 月 

募集方法 以下の機関に実証事業への協力を要請し、地元のクレジットカード会社：

㈱日専連釧路と連携してクレジット端末の設置・入替を実施した。 

・㈱釧路河畔開発公社（釧路フィッシャーマンズワーフ MOO） 

 ・釧路和商協同組合 

（釧路和商市場／くしろ丹頂市場／釧路駅西商店街振興組合） 

 ・釧路商工会議所 

 ・阿寒町商工会 阿寒湖畔支所 

 ・釧路市商店街振興組合連合会 

 ・釧路第一商店街振興組 

 ・くしろ北大通商店街振興組合 

 ・根釧地区ハイヤー協会 

実証事業に伴う、 

端末の設置状況及び 

事業への参加状況 

計 79 事業者 

①新規設置事業者：8 者 

（小売店：1 者、飲食店：2 者、タクシー：5 者） 

②端末の入替事業者（銀聯カード対応端末への入替）：4 者 

  （小売店：3 者（うちお土産店：2 者）、飲食店：1 者） 

③アクセプタンスの掲示のみ（既端末設置事業者）：67 者 

  （MOO：18 者、和商市場：14 者、丹頂市場：2 者、 

釧路駅前の個別店舗：14 者、阿寒湖畔の個別店舗：18 者、 

タクシー：1 者） 
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また実証事業への参加募集締め切り後、参加事業者に対しては、以下のアクセプタンスツール

を制作の上、個別事業者毎に配布・設置依頼を行った。 

 

【広告・宣伝の展開①】 

項目 内容 

制作ツール① 

（アクセプタンス） 

  

配布セット数 

（＝参加事業者数） 

計 73 事業者へ配布（タクシー事業者：6 者を除く） 

・MOO：19 者  ・和商市場：18 者 

・釧路駅前の個別店舗：15 者  ・阿寒湖畔の個別店舗：21 者 

 

また今回の実証事業エリアとした地域・施設の実証事業参加店舗について次ページの通り、

「クレジットカード決済が可能な店舗」を掲載したパンフレットを制作し、クルーズ船入港時に

配布した他、市内の観光施設・ホテル等にも期間中の設置を依頼した。 
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【広告・宣伝の展開②】 

項目 内容 

制作ツール② 

（パンフレット） 

【制作部数：5,000 部】 

 

 

パンフレットの 

設置場所 

計 18 箇所 

●釧路フィッシャーマンズワーフ MOO  ●釧路和商市場 

●釧路市観光案内所（JR 釧路駅構内）  ●JR 釧路駅 みどりの窓口 

●釧路市観光国際交流センター  ●ガイドステーション観光案内所 

●釧路空港 総合案内所  ●阿寒湖温泉まりむ館 観光案内所 

●釧路センチュリーキャッスルホテル  ●釧路プリンスホテル 

●ANA クラウンプラザホテル釧路  ●東横イン釧路十字街 

●釧路ロイヤルイン  ●ホテルパコ釧路  ●ラビスタ釧路川 

●ホテルルートイン釧路駅前  ●スーパーホテル釧路 

●スーパーホテル釧路駅前 
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【広告・宣伝の展開③】 

項目 内容 

制作ツール③ 

（MOO 用 

リーフレット） 

【制作部数：5,000 部】 

      （日本語）   

      （ 英語 ） 

パンフレットの 

設置場所 

計 1 箇所 

●釧路フィッシャーマンズワーフ MOO（免税一括カウンター他） 
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【店舗等に対する関連オペレーション支援】 

項目 内容 

通訳の設置状況 以下のクルーズ船入港時において、「釧路フィッシャーマンズワーフ

MOO」「釧路和商市場」及び「釧路港の臨時タクシー乗り場」において、

『通訳者』を設置して、各店舗における言語対応について支援した。 

①平成 28 年 9 月 27 日(火)：ダイヤモンド・プリンセス入港 

 英語 中国語 計 

MOO 4 名 2 名 6 名 

和商市場 3 名 3 名 6 名 

タクシー 1 名 0 名 1 名 

計 8 名 5 名 13 名 

 

②平成 28 年 9 月 30 日(金)：シルバーシャドー入港 

 英語 中国語 計 

MOO 2 名 0 名 2 名 

和商市場 2 名 0 名 2 名 

タクシー 1 名 0 名 1 名 

計 5 名 0 名 5 名 

 

③平成 28 年 10 月 11 日(火)：フォーレンダム入港 

 英語 中国語 計 

MOO 2 名 0 名 2 名 

和商市場 3 名 0 名 3 名 

タクシー 1 名 0 名 1 名 

計 6 名 0 名 6 名 

  

免税対応について 免税対応については「釧路フィッシャーマンズワーフ MOO」において、

9 月 27 日(火)のダイヤモンド・プリンセス入港時に合わせて『免税一括

カウンター』を新規に開設。実証期間中も日に数件の利用はあり、徐々

に利用は伸びている。 

郵便局 EMS の対応 計 3 回のクルーズ船入港時に、「釧路フィッシャーマンズワーフ MOO」

内に入居している郵便局において、EMS（国際スピード郵便：Express 

Mail Service）をクレジット決済で利用できる対応を実施。計 3 回の入

港時に 1 件の利用があった。 
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【実証事業実施の様子（クルーズ船入港時の対応）】 

 

下船客への配布の様子 

 

釧路港臨時タクシー乗り場での案内の様子 

 

臨時タクシー乗り場での各社端末設置の様子 

 

店頭でのアクセプタンス設置の様子 

 

通訳者による外国人旅行者への案内の様子 

 

 

釧路フィッシャーマンズワーフ MOO 内 

免税一括カウンター利用の様子 
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(2)実証事業後の事後アンケート調査 

実証期間（平成 28 年 9 月～12 月）終了後、平成 29 年 1 月に、「実証事業への参加事業者」

及び「実証事業の参加案内をしたが参加しなかった事業者」を対象に、以下の通り事後アンケー

ト調査を実施した。なおアンケート調査票については、次ページのものを使用した。 

 

【事後調査の実施概要】 

項目 内容 

調査スケジュール 平成 28 年 12 月～平成 29 年 1 月 

※12 月中旬に発送・配布、1 月末迄回収 

調査方法 「個別郵送」及び「施設運営事業者による配布」でのアンケート調査票

の配布後、返信用封筒による返送回収方式 

調査エリア 

（調査票配布方法） 

釧路市内における以下の施設・エリア・商店街 

①釧路フィッシャーマンズワーフ MOO 内事業者 

（㈱釧路河畔開発公社経由で配布：全事業者） 

 ②釧路和商市場・くしろ丹頂市場内事業者（釧路駅西商店街振興組合） 

（和商協同組合経由で配布：全事業者） 

 ③釧路第一商店街振興組合 

（個別に事業者へ郵送配布：参加事業者のみ） 

 ④くしろ北大通商店街振興組合 

（個別に事業者へ郵送配布：参加事業者のみ） 

 ⑤阿寒湖温泉：幸運の森商店街・まりもの里商店街 

（個別に事業者へ郵送配布：参加事業者のみ） 

発送・配布数 計 132 件（うち実証事業参加事業者：70 件） 

（①MOO：38 件、②和商市場：59 件、③④市内商店街：15 件、 

 ⑤阿寒湖温泉：20 件） 

回収数／回収率 計 85 件（回収率：64.3%）（うち実証事業参加事業者：33 件） 

（①MOO：29 件、②和商市場：43 件、③④市内商店街：7 件、 

 ⑤阿寒湖温泉：6 件） 
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【実証事業後の事後アンケート調査票①（A4×6 ページ）】 

【1】 

 

【2】 

 

【3】 

 

【4】 
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【実証事業後の事後アンケート調査票②（A4×6 ページ）】 

【5】 

 

【6】 
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4-2．調査結果 

実証事業実施後の調査については、回収した調査票を統計的に処理（単純集計及びクロス集計）

することで、以下の結果を得た。 

 

(1)実証事業への「参加事業者」と「不参加事業者」の回答結果の比較 

 

①実証事業への「参加」又は「不参加」の理由 

 参加 不参加 

【参加した理由（N=30）】 

 

【参加しなかった理由（N=42）】 

 

  

※実証事業への「不参加事業者」における、

対応可能な決済手段【回答 N 数=47】 

 

不参加事業者の約 3 割は、「クレジット対

応できないこと以外」の理由により不参加 
 

参加事業者の参加理由は、以下の通りとなって

おり、「行政機関による取組み」というのは普

及を推進する上で有効性が高いと言える。 

【1 位】一層、外国人消費を取込みたい：56.7% 

【2 位】行政機関の取組みだから：36.7% 

【1 位】必要性を感じない：45.2% 

【2 位】支払手数料負担が大きい：33.3% 
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②「参加事業者」と「不参加事業者」の客単価の比較 

 参加事業者 不参加事業者 

【N=33】 

 

【N=47】 

 

【参加事業者】昨年比：横ばい 63.6%、下がった 27.3%、上がった 9.1% 

【不参加事業者】昨年比：横ばい 66.0%、下がった 29.8%、上がった 4.3% 

客単価は、不参加店の方が下がったと感じていた比率が高い 
 

 

③「参加事業者」と「不参加事業者」の全体的な売上高の比較 

 参加事業者 不参加事業者 

【N=33】 

 

【N=46】 

 

【参加事業者】昨年比：下がった 63.6%、横ばい 30.3%、上がった 6.1% 

【不参加事業者】昨年比：横ばい 47.8%、下がった 47.8%、上がった 4.3% 

全体的な売上高は、参加店の方が下がったと感じていた 
 

 

 



49 

 

④「参加事業者」と「不参加事業者」の『外国人による売上高』の比較 

 参加事業者 不参加事業者 

【N=33】 

 

【N=45】 

 

【参加事業者】昨年比：下がった 51.5%、横ばい 42.4%、上がった 6.1% 

【不参加事業者】昨年比：横ばい 73.3%、下がった 22.2%、上がった 4.4% 

外国人の売上高は、参加店の方が下がったと感じていた 
 

 

⑤「参加事業者」と「不参加事業者」の『クレジットによる売上高』の比較 

 参加事業者 不参加事業者 

【N=33】 

 

【N=17】 

 

【参加事業者】昨年比：横ばい 57.6%、上がった 21.2%、下がった 21.2% 

【不参加事業者】昨年比：横ばい 76.5%、下がった 23.5% 

参加事業者のクレジットの売上高は、全体としては横ばい傾向であった。 

一方、不参加事業者でクレジットの売上高が上がった事業者はいなかった。 
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⑥「参加事業者」と「不参加事業者」の『外国人のクレジットによる売上高』の比較 

 参加事業者 不参加事業者 

【N=33】 

 

【N=15】 

 

【参加事業者】昨年比：横ばい 66.7%、上がった 18.2%、下がった 15.2% 

【不参加事業者】昨年比：横ばい 66.7%、下がった 33.3% 

不参加事業者で、外国人によるクレジットの売上高が上がったお店はなかった 
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(2)実証事業への「参加事業者」の回答結果 

 

①外国人消費を促進する取組みの必要性 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=32】 

回答事業者では、「必要」が 56.3%

と全体の半分以上を占めている

が、「必要ない」という回答も

15.6%あった。 

 

②掲示ツールの掲示期間 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=32】 

回答事業者では、「実証期間後も

掲示」が 43.8%となり、全体の 4

割強は継続掲示することの必要

性を感じて頂いた様子が伺え

た。 
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③掲示ツール／パンフレットの効果実感 

結果 コメント 

【掲示ツール】 

 

【回答 N 数=32】 

「掲示ツール」については、「効

果は実感できなかった」という

回答が 7 割強を占めているもの

の、25%は「そこそこプラス」と

の回答であり、掲示している事

業者にとっては多少の効果は感

じてもらえたようであった。 

【パンフレット】 

 

【回答 N 数=32】 

「パンフレット」についても掲

示ツール同様、「効果は実感でき

なかった」という回答が 7 割強

を占めているものの、25%は「そ

こそこプラス」との回答であり、

掲示している事業者にとっては

多少の効果は感じてもらえたよ

うであった。 
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(3)実証事業への取組みに関する回答結果（全事業者対象） 

 

①クルーズ船入港時の通訳設置効果 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=63】 

クルーズ船入港時の通訳設置効

果については、「役立ったが、平

常日は不要」が 46.0%、「非常に

役立った」が 42.9%となってお

り、全体的な取組みの中では最

も効果的であることがわかっ

た。反面、「役立ったが、平常日

は不要」が最多意見となってお

り、「日常的に外国人観光客を取

り込みたい」という意識はそれ

程高くない様子も伺えた。 

自由意見 

・メニュー説明等（宗教上・ベジタリアン 等） 

・通訳人数が少なかった（MOO） 

・売上への影響は、わからなかった 

・人数が足りなかった（和商市場） 

・ボランティア通訳者の方々という事でしたので、日本語以外会話できない人には大変必要性

を感じていると思います。 

・外国人の利用がなかったので、答えようがない 

・売上は別として、交流に良い影響を与える 

当日参加した『通訳者』からの意見 

●「地元のもの」「日本らしいもの」「日持ちするもの」（例:日本酒、雪見大福）を求める傾向 

があった → 珍味・乾物はアジア系に売れていた 

●「クレジットは使えるか？」という質問は多い（クレジット可否、ATM、外貨両替に関する

情報は必須） 

●施設の入口等には、最低でも「英語表記」は必要 

●「試食・試飲」がないと買わない → 外国人は食べてみないと、どんなものかわからない 

●「勝手丼」は、「生ちらし寿司」という説明が必要。寿司は人気がある 

●文化の違いで、「火を通してあるもの」を求める顧客もいた 

●和商市場では「どんな魚か？」を聞かれることも多く、多少「魚を知らないと答えられない」 

 こともあった 

●MOO では、コーヒーを飲みたいけど現金を持っておらず、クレジットが使えないという 

 例もあった 
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②今後の外国人による消費の増加希望 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=73】 

「もっと増やしていきたい」が

52.1%で最多であるが、「現状程

度で良い」という回答も 39.7%あ

った。 

 

③外国人消費拡大の取組みの継続 

結果 コメント 

 

【回答 N 数=73】 

「今後も継続性続けていくべ

き」が 69.9%と最多であるが、「わ

からない」26.0%、「このような活

動は必要ない」も 4.1%あった。 
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(4)自由意見の総括（定性要因の整理） 

 アンケート調査時に回答者からあった「自由意見」については、以下に掲載している通りであ

るが、ここではそこから読み取れる傾向を実証事業後アンケートの定性要因として総括した。 

 

【自由意見の総括】 

●外国人の入込、特に団体での入込が減ったとの意見 

  →「8 月の大型台風」「台湾：復興航空の破綻」の影響が大きい 

  →また売上については、中国「持込制限」に触れている意見も出ていた 

● 言語対応については、課題認識がある通訳だけでなく、メニュー、魚や食材等、中身の説明） 

● 外国人旅行者が欲しいお土産がわからない 

● 国として取組むことには、力を入れていきたい 

● 買い物だけでなく、体験・イベント的なものをした方が良い 

● 一方で、外国人旅行者の増加に、ネガティブな意見も出ていた 

 

【自由回答一覧】 

・本州客が少ない、外国人は中国人が減っている 

・大型船からのお客様の立ち寄りが少ない。天候、台湾：復興航空破綻の影響：大。特に 

10 月末～12 月は団体旅行が減少。 

・台湾・中国だけでなく、全ての外国人にお店を利用してもらいたい。 

・クルーズ船からのお客様が、どのようなルートで、例えば阿寒湖に立ち寄り、何日の何時頃、

どの辺りに来られるのかわかれば、外国人向けに、その時間帯に、喜んでもらえるよう散策

マップ等を差し上げて、阿寒湖の自然にふれあい、何かしらおもてなしができると思います。

小さなお店でも何かしたいです。 

・昨年は端末がなかったが、クレジット決済を利用できるようになったため、昨年よりも単価

が上がった 

・台風の影響など、観光客の入込が減少したため、全体的な売上げ、外国人による売上げは 

下がった 

・言葉の壁をどう、乗り越えるか 

・クルーズ船入港時に、街頭放送で外国人にメッセージを流したい 

・（接客が）１人で対応することが多いので、これ以上、現状程度で良い 

・通訳がいたこともわからなかった 

・外国人の団体利用が減った 

・店舗スタッフの語学力の向上 

・台風の影響でツアーが減った 

・クレジットカード利用は以前から外国人にも普通に行っているため、今回のような実証事業

は必要ない 

・各テナントで会計するように知らせる POP などの設置が必要 

・地元食材利用の、わかりやすいメニュー作り（表示） 
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・SNS を利用した細い、各店舗の商品、メニュー作り。外国人客はタブレット・スマホ等で、

情報・検索が多く見られる。 

・団体利用が減った 

・業種を問わず、外国人向けに売れる商品であれば、率先して販売していく必要があるのでは？ 

・外国人が買い物を目的とはしていない。小売は厳しいでしょう。 

・特に販促をする必要はない 

・何か買ってもらうより、イベント的なことをした方が良いと思う。買い物よりも体験。 

・楽しめる、何かイベントがあればいいと思う。 

・湿原までは遠いし、釧路市内は観光するところがない 

・釧路に来て楽しかったのか、疑問に思う 

・海外客のみを特別扱いすることには疑問 

・釧路市は観光モデル都市なので、もっともっとアピールが必要 

・市場では、魚などの名前（英語、韓国語、中国語）など、わかり易い本があればいいと 

思います。 

・外国人が欲しい土産品がわからない（中国、韓国以外） 

・国が力を入れている取組みに対応していかなければならない 

・店全体の語学力不足を感じている。店員の高齢化。 

・持ち込み禁止で、これ以上の売上は見込みない。 

・カニ販売のことでは、中国人以外、他の国では利用がない。勝手丼はいろいろな国の人の 

需要があるが本来、外国人向け商品は扱っていない 

・言語や文化の違いに対するインフラをどうするべきかについて、まず第一に考えなくては 

いけないと思う 

・うるさいだけ 

・魚屋であり、土産屋ではないので、むずかしい 

・街全体が潤えばいい 

・そのうち外国に持ち帰れる物を増やしていきたいと思う 

・施設全体としてサービスを強化していきたい 

・資金不足のため、（取組みには）援助が必要 

・売りを前面に出すより、交流を！！ 
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4-3．結果の分析（考察） 

前述の決済端末設置等による実証調査の結果を受けて、「決済端末等の普及モデル」を構築す

るための特徴的な結果、指針的な結果について以下の通り整理した。 

 

(1)実証事業の調査結果の分析の「まとめ」 

 

【調査結果の分析の「まとめ」】 

●事業参加の理由として、参加者の 4 割弱が「行政機関の取組みだから」と回答 

  →行政主導の取組みは、参加の裾野を広げるには有効 

●不参加事業者のうち約 3 割は、クレジット決済対応が可能にも関わらず不参加であった 

  →「クレジット決済を増やしたくない」「外国人旅行者による購入を増やしたくない」と

いう層が一定程度存在する 

●参加事業者の方が全体的な売上が減少傾向。また、外国人による売上も減少傾向 

  →参加事業者は外国人による売上比率が高いと想定されるため、外国人による売上が前年

より下がった分、全体の売上高も下がったと推察される（爆買い減少の余波と推察） 

●クレジット利用に積極的な分、不参加事業者よりも参加事業者の方が、クレジットによる売

上減少の影響は小さかった。その中で、外国人のクレジットによる売上は前年比横ばい傾向 

●外国人旅行者に対する消費拡大の取組みについては、事業への参加・不参加に関わらず、約

7 割が継続すべきとの回答。一方、自店舗において今後、外国人による消費増加希望につい

ては約 5 割にとどまっており、外国人旅行者による消費拡大は、総論では賛成であるもの

の、個別店舗毎の対応（各論）としては反対の傾向が見られる（総論賛成、各論反対） 

●クルーズ船入港時の通訳設置は、全体の約 9 割が「役立った」と回答。ただし 46％は、 

日常的には必要ないとの回答 

→実証事業への参加・不参加に関わらず、通訳設置自体はどの事業者にも前向きに受け 

止めてもらえていた 

●本事業で作成した、外国人に向けてクレジット利用を周知するための「掲示ツール」や 

「パンフレット」については、4 分の 3 が「効果を実感できない」、4 分の 1 が「そこそこ

プラス」と回答 

  →アクセプタンス周知が直接的な売上増加につながるとは言い難い結果であるも、プラス

効果を感じられている事業者も一部いたことから、中長期的に継続することで相応の 

効果が得られると考えられる（ただし、単にアクセプタンスを表示すれば良いというも

のではなく、効果的なデザインに対する工夫は必要） 

●通訳者からは「通訳をしていての意見」として、以下のものが出ていた。 

 ・外国人旅行者は「地元のもの」「日本らしいもの」「日持ちするもの」を求めている。ま

た、「試食・試飲」がないと買わない（食べてみないと、どんなものかわからない） 

 ・「クレジットは使えるか？」という質問は多い 
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(2)実証事業の調査結果の分析に見られる「推進のヒント」 

前項の結果分析のまとめを踏まえ、クレジット端末等の普及に向けた「きっかけ」となりそう

な「推進のヒント」について、以下の通りまとめた。 

 

【クレジット端末等の普及に向けた「推進のヒント」】 

●アクセプタンスの周知は、やらないよりは、やった方が良い。ただし費用対効果の観点 

から、個別事業者毎で取り組んでもらうにはハードルが高い 

●行政機関等が主導することで、必ずしも外国人の消費拡大に積極的ではなくてもこのような

取組みに参加してくれる層は一定程度存在している（本事業では、参加者の約 4割） 

●外国人の消費拡大については、「総論賛成、各論反対」の傾向があることから、個店毎に、

外国人対応に課題意識はあるものと推察される（継続すべきとの回答も約 7 割あった） 

●「通訳」、広義でのスムーズな言語対応（=外国語対応メニュー等）については、事業者側の 

ニーズは高い 

●地元で商売されている方々にとっては、外国人、特に欧米系の求めているものがわからない

（まずは自分達が取り扱っている商品を売るだけで、「さらに売れるようにするために、 

さらにどうアレンジすれば良いか？」という発想まで結びつきにくい。） 

●以上から、インフラとしての決済環境整備そのものやアクセプタンス周知は、短期的な売上

増加につながっているとは言い難い中でも、外国人対応についての地域としての課題意識

は、総論としては共有されていることから、各事業者とも何かしらの対応は必要だと考えて

いる。このことから、個別事業者として取組むにはメリットは少ないものの、地域等として

面で、かつ継続的に取り組むことが必要。これによって長期的には、外国人旅行者が地域に

お金を落としていく受け皿につながる（実施単位・範囲については、検討する必要がある） 
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5．決済端末等の普及モデル 

本項では、ここまでの各種調査の分析結果に基づいて、「決済端末等の普及モデル」を構築する。

決済端末等の普及モデル構築については、まずは各調査の分析結果を総括的に整理した上で普及

に向けた課題を抽出。その課題の解消を図る方策・方針として「決済端末等の普及モデル」につ

いて記載した。 

 

5-1．各調査結果の総括的整理 

まずは各調査の分析結果について、以下の通り総括的に整理した。総括的整理では「訪日外国

人旅行者」「地域の事業者」双方の『意見』から、その『課題』と『利害一致点』を探ることで、

普及モデル構築に向けた糸口を探った。 

 

【各調査の分析結果に関する総括的整理】 

 

 

ここからさらに、上記表の総括的整理から得られた『気付き（=普及に向けたヒント）』に基づ

いて、普及モデル構築に向けた方向性として次ページの通り、「『消費拡大』に向けたポイントと、

決済環境整備の方向性」について整理した。 
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【『消費拡大』に向けたポイントと、決済環境整備の方向性】 

消費拡大に 

向けたポイント 

の総括 

①外国人対応についての課題意識は各事業者、総論で共有されている中、「点

（=個別事業者単位）」ではなく、「面（=施設単位、地域単位、カード会社

単位）」での対応が必要 

 →個店毎に導入を促して整備していくことは、個別事情が絡み、ハードル

が高い（消費拡大効果が短期的に見えない中で、個店対応は各論に埋没

してしまう） 

 

②国民性を問わず外国人旅行者は、「地元のもの」 「日本らしいもの」「日持

ちするもの」が大事。その上で国民性に合わせた商品提供方法を考えてい

く他、「試食・試飲」は不可欠 

（商品の魅力を情報だけでなく、「五感」で伝えることが必要） 

決済環境の整備 

に向けた、 

展開の方向性 

①クレジット使用可能店舗等における、「地域単位」「施設単位」「業界団体単

位」「カード会社単位」「観光協会」等での、アクセプタンス・プロモーシ

ョンの強化が必要 

 

②地域内の決済全般（クレジット可能店舗、外貨両替、インターナショナル

ATM 等）に関する包括的な情報提供が必要 

 

③「地域単位」「施設単位」で、一括でクレジット決済できる仕組みの導入が

必要 

 →仕組みの一例として、地域内で利用できるクーポンのようなものを、ク

レジット決済で購入できるようにする等がアイディアとして考えられる 
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5-2．決済端末等の普及に向けた課題 

以上までの分析結果を踏まえ、「決済端末等に普及に向けた課題」について以下の通りまとめた。 

 

【決済端末等の普及に向けた主要な課題一覧】 

区分 課題 

需要・手間 ①外国人旅行者を対象に商売をしたいという需要・意欲に乏しい（地元客が自分

達の顧客であり、外国人旅行者は主要顧客では無いと考えている） 

②外国人旅行者が「現金」で決済してくれるので、それで良いと思っている 

（さらなるビジネスの拡大意向・意欲がそれほど無い） 

③事業者の高齢化が進んでおり、端末操作や事後処理の手間が面倒 

費用対効果 ④「カード会社に支払う手数料がもったいない」と感じている（手数料分、損を

しているという意識で、クレジット払いによる需要喚起まで至っていない） 

⑤上記④に付随して、クレジット払いによる需要喚起を図るための「アクセプタ

ンスの掲示」等を充分に行っていない。（よって、費用対効果を得られない） 

北海道全体 ⑥道内地方に行く程上記①～⑤による意識が強く、クレジット端末設置が進んで

いないが、地方に行く程、外国人観光客側のクレジット利用ニーズは高くなる 

 

普及に向けた課題は上記の通りであるが、その中でも最大の課題は、次ページの表「道内の各

地域の特性と、決済環境整備状況の区分一覧」で示している通り、「北海道らしさが堪能できる大

自然がある地域に行って観光しようとする程、現金（日本円）以外での決済手段が乏しい」とい

う矛盾を抱えていることにある。具体的には、以下のような現状が北海道内では起こっており、

これは日本国内でも面積が広い北海道ならではの課題だと言うことができる。 

 

①札幌・旭川等の都心部又は都心部近郊では、必ずしも個別店舗においてクレジット決済環境

が整っていなくとも「銀行等での外貨両替」や「国際 ATM を利用したキャッシング」によっ

て、外国人観光客でもスムーズに現金化（日本円化）できる環境がある。 

②その反面、北海道内における観光の「売り」はその『大自然』であり、大自然を観光資源と

して売り込んでいくために今後、一段と非都心部での観光アクティビティ等（体験観光）の

整備を進めていく必要がある。 

③しかしながら一般論として、地方部に行く程「外貨両替」や「国際 ATM を利用したキャッシ

ング」といった決済環境が整備されておらず、ここに訪日外国人の立場では現金（日本円）

を保有している範囲でしか観光を楽しめないという矛盾が生じている。 

④加えて北海道は、他の都府県と比較してもその面積が広大（1 振興局が、1 都府県に匹敵もし

くはそれ以上の面積を有する）であることから、訪日外国人観光客にとっては「外貨両替施

設・設備」や「キャッシング可能な国際 ATM」を含めた決済環境整備の密度は、他府県と比

較して著しく低い環境にあると言える。 

⑤以上の課題を解消する手段として、地方部の個別店舗や地域では「クレジット端末の導入」

等を通じたクレジット決済できる環境整備が、より重要になってくると考えられる。 
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【道内の各地域の特性と、決済環境整備状況の区分一覧】 

 

 

以上から普及モデルには、前ページで記載した「外国人旅行者を対象に商売をしたいという需

要・意欲に乏しい」「外国人観光客が現金決済してくれるので、それで良いと思っている」「端末

操作や事後処理の手間が面倒」「カード会社に支払う手数料がもったいない」「アクセプタンスの

掲示等を充分に行っていない」といった課題が同時に解消される対応策でなければ、北海道とし

て最大の課題である「地方部に行く程、決済環境が整備されていない状況」も解消されないと考

えられる。  
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5-3．決済端末等の普及モデル 

決済端末等の普及に向けては「地域特性」による決済環境の整備状況と、地域毎に外国人旅行

者のニーズが高い「業種別」で、その整備すべき方向性が違っていると考えられる。このことか

ら以下の通り、横軸に「地域特性」、縦軸に「主要な観光関連業種」をプロットした『展開モデル』

を構築し、それぞれの地域性に応じた展開方策を検討できるように整理した。 

 

(1)「地域特性×業種別」による展開モデル 

 以下の展開モデルは、道内の地域をその特性に応じて 4 つに分類し、その地域毎に決済環境を

強化すべき業種を一覧にした表である。 

 

【「地域特性×業種別」による展開モデル】 

 

 

モデル表の通り、北海道は全体的に決済環境が整っていないとは言え、実際は札幌のような都

心部では、「クレジット」「外貨両替」「国際 ATM」等の外国人旅行者にとっての決済手段は相応

に充実していると言える。また、そのような決済整備の状況と合わせて、地域の主要な観光資源

によっても、特に決済ができた方が良い業種も異なってくる。このことから以下、道内地域の 4

分類別に、該当する地域が取るべき対応方針について「決済端末等の普及モデル」としてまとめ

た。 
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①「A.都市部・体験パターン」 

札幌や旭川のような中核都市又は中核都市に近い街では、クレジット決済ができないとしても、

「外貨両替」や「国際 ATM」といった対応が相応に可能である。しかしながら、「公共の観光施

設」については道内全般にクレジット対応していないことから、より文化的な観光を充実させる

ためにも、美術館や博物館・科学館等において、クレジット対応を進めていくことは重要だと考

えられる。 

 

【「A.都市部・体験パターン」における業種別の現状・課題と、普及策及び展開主体】 
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②「B.都市部・体感パターン」 

富良野や網走等、地域の中核都市に近いながらも、北海道らしい自然が観光資源となっている

地域においては、近隣中核都市において「外貨両替」や「国際 ATM」といった決済手段が一通り

整っている一方、その密度の低さは課題である。一方で、距離的には中核都市に近いことから、

各業種においてクレジット決済ができる環境を進めることによる消費拡大が期待しやすい地域で

あるとも言える。 

 

【「B.都市部・体感パターン」における業種別の現状・課題と、普及策及び展開主体】 

 

 

「B.都市部・体感パターン」の地域は、北海道らしい特徴ある観光資源に恵まれていることか

ら、上記表に記載の通り、特に「地域単位」で各業種における決済環境整備を積極的に進めるこ

とが望ましい。 
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③「C.地方・体験パターン」 

登別・洞爺や阿寒等、地域の中核都市から離れているものの、その地域の観光資源が文化的な

ものである地域については、当該エリア内での飲食・小売による消費拡大が期待できる。一方で

近隣には「外貨両替」や「国際 ATM」といった決済手段は限られている（せいぜい国際 ATM が

設置されているコンビニエンスストアが、車で数 km 走った範囲にあるかどうか）ことから、原

則は個別の事業者毎にクレジット対応を進めることが望ましい。 

 

【「C.地方・体験パターン」における業種別の現状・課題と、普及策及び展開主体】 

 

 

一方で温泉地として観光地化しているような、地域内の観光施設等の密度が高い地域において

は、特に飲食店を中心に、「地域単位」での対応を高めることで、新しい需要喚起も望めると考え

られる（一例として、温泉街の場合は夕食がホテル内で提供されるため、夕食後の時間をスナッ

ク等で楽しめるようにする等の体制を、観光協会等が中心となって構築することが可能ではない

か）。 
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④「D.地方・体感パターン」 

ウトロ地区・利尻島／礼文島といった、地域中核都市から離れていて、主たる観光資源が北海

道らしい自然になっている地域では、域内を移動するための「バス・タクシー」といった交通機

関や、自然を堪能するための「体験観光ガイド」に需要がある。一方で「外貨両替」や「国際 ATM」

といった決済手段はほぼ期待できないことから、原則的には個別事業者毎にクレジット対応を進

めることが望ましい。 

 

【「D.地方・体感パターン」における業種別の現状・課題と、普及策及び展開主体】 

 

 

ただし「D.地方・体感パターン」の地域は、北海道らしい特徴ある自然環境ゆえに、特に交通

機関が非常に不便であることから、「二次交通の仕組み化」と「体験観光」を組み合わせた仕掛

けと、それを地域の観光協会等が決済代行できる仕組みを進めることで、既存の観光事業者だけ

でなく、新規の観光ガイド事業者等を呼び込むことも期待できると考えられる。 
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(2)「業種別」による具体的な展開モデルの考察 

 

①公共施設 

公共施設における決済環境整備については、所管する行政機関（省庁、地方自治体等）の対応

次第で、クレジット端末等の設置等が可能であると考えられる。その一例として「国立西洋美術

館」（運営・管理：独立行政法人国立美術館）を始めとした複数の国立美術館では、既に観覧料の

クレジットカード決済対応を実施していると共に、ホームページにおいても具体的にクレジット

利用が可能な旨を告知している。 

 

【国立西洋美術館ホームページより】 

  

（参考）国立西洋美術館（最終アクセス：平成 29 年 3 月 30 日）http://www.nmwa.go.jp/jp/index.html 

 

②地元の飲食店 

地元の飲食店における決済環境整備については、飲食店が単独でクレジット等が利用できる環

境整備を進めるには、飲食店オーナー毎の考え方の違いもあることから、地域・エリアとして個

別店舗が一律の整備を進めるにはハードルが高いと考えられる。これに対する代替策として、地

域の『観光協会』や『ホテル』等が連携して、地元飲食店で使用できるミールクーポン等をクレ

ジット決済で購入できる体制を地域で構築する等が望ましいと考えられる。 

 そのような仕組みの一例として、北海道北見市で実施している「北見焼肉ミートクーポン」の

仕組みは、参考になる取組みの 1 つだと言える（「北見焼肉ミートクーポン」とは、北見観光協会

が中心となって、北見市内のホテル宿泊者が 2,000 円のクーポンをホテルで購入し、市内 20 店舗

の焼肉店で北見焼肉のセットを食べることができる仕組み）。 
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本クーポンの平成 29 年 3 月時点の仕組みは、既にクレジット決済対応していることが多いホ

テル等で購入する仕組みとなっているため、クレジットカード決済可能なホテルではクレジット

によるクーポン購入が可能となっている。このような仕組みの整備によって、購入についてクレ

ジット利用できるようにしたことで、地域・エリアとしては間接的にクレジット決済の環境を整

えることにつながると考えられる。 

 

【「北見焼肉ミートクーポン」ホームページより】 

 

（参考）北見焼肉ミートクーポン（最終アクセス：平成 29 年 3 月 30 日）http://kitami-meatcoupon.info/index.html 
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③地元の小売店 

地元の小売店における決済環境整備については、路面店の場合は通常のクレジットカード会社

への加盟やスマホ決済での個店導入を検討するしかなく、基本的には小売店オーナー毎の考え方

の違いもあり、地域として個別店舗が一律に整備を進めるにはハードルが高いと考えられる。一

方で商業施設等へのテナントの場合には、施設単位による外国人観光客の受入れ啓蒙活動からス

タートする必要がある。 

具体的には、本実証調査にて実施した例のように、「クレジット決済」「免税手続き（免税一括

カウンターの設置）」「購入商品の配送」をワンパックにしてアピールする等による消費意欲喚起

を地道に訴求していくことが重要である。 

 

【本実証調査にて実施した、釧路フィッシャーマンズワーフ MOO での取組み例】 
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④バス・タクシー会社 

バス・タクシーにおける決済環境整備については、基本的には事業者毎の対応による他、特に

バスは地域で独占的に実施しているケースも多く、事業者意向次第という面が大きい。その中で、

地域として二次交通の決済環境を整備していく方策として、以下の対応が考えられる。 

 

a)バス事業者 

バス会社は、特に地方部に行く程独占的に営業しているケースも多いことから、他の業種以上

に個別事業者毎の意向が強く反映される環境にある。このことから現状として可能だと考えられ

る対応は、以下のような地域内の『路線バスを活用した観光バスパック』や『乗り放題 PASS』を

バス会社として、もしくは観光協会等が主導してクレジット対応を進めることが考えられる。 

 

【バス事業者における参考例】 

十勝バス：日帰り路線バスパック 

 

稚内観光協会：N-Pass 

 

（参考）十勝バスホームページ（最終アクセス：平成 29 年 3 月 31 日）http://www.tokachibus.jp/buspack2017/ 

    利尻礼文観光推進協議会・わっかない観光活性化促進協議会：45N-Pass ホームページ 

（最終アクセス：平成 29 年 3 月 31 日）http://45npass.jp/ 
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『路線バスを活用した観光バスパック』については、十勝バスが行っている「日帰り路線バス

パック」が参考になると考えられる。『日帰り路線バスパック』についての先方ヒアリングでは、

現在は現金のみの決済対応であるものの、顧客からのクレジット決済への要望も多く、その対応

整備についても検討しているとの話があった。 

『乗り放題 PASS』については、わっかない観光活性化促進協議会が企画・販売している『45°

N-PASS』が参考になると考えられる。本パスは、宿泊する観光客が域内の路線バス・フェリーを

乗り放題にしたチケットとなっており、WEB 購入の場合はクレジットで決済できる仕組みにな

っている（外国人観光客向けには、JTB が運営する海外向けサイト『JAPANiCAN.com』から購

入でき、クレジット決済にも対応しているとのこと。ただし観光協会の店頭で販売する場合は、

現金のみの対応ということであった）。また外国人観光客向けには、英語と繁體中文での表示をし

ている他、動画による搭乗方法等の案内も WEB 上で行っている（なお『45°N-PASS』は年度単

位で企画・販売しているが、先方ヒアリングでは平成 29 年度も企画・販売予定との話であった。） 

 

b)タクシー事業者 

タクシーは基本的に、各社が全個車にクレジット端末を設置する対応は難しいと考えられる（札

幌でも個車毎にクレジット対応しているタクシーは全体の 6 割程度）。このことから以下の方策に

より、タクシー事業者における決済環境整備を進めていくことが望ましいと考えられる。 

①特に訪日外国人旅行者向けには定額の『定期観光ルート』の構築を強化することで、タクシ

ー乗車時に「事前決済」が可能な状況を整備しておく。 

②タクシー会社としては各社固定設置にせず、数台の『モバイル決済端末』を用意しておくこ

とで、「事前予約」による顧客等に対してはクレジット決済を受付けられるような体制構築が

可能。（事前予約受付時に、クレジット決済希望があれば、運転手が端末を持参して対応でき

る体制を整備しておく） 

③また、クルーズ船入港といったイベント的な対応が必要な際は、上記①の定期観光ルート対

応と各社協調によるクレジット決済対応組み合わせることで、スムーズに誘導することが可

能。（今回、釧路市での実証事業で実施した「管内のタクシー会社が各 1 台ずつモバイル型の

クレジット決済端末を持ち寄り、定額の定期観光ルートを事前決済で支払う方法」：釧路方式） 

 

定額の定期観光コース案内の様子 

 

各社の端末で決済している様子 

  



73 

 

⑤体験観光ガイド 

体験観光ガイドにおける決済環境整備については、各ガイド事業者の主たるフィールドや事業

者規模の違いにもよると考えられるが、一義的には以下の理由により、体験サービスの利用単価

が高い割には積極的にクレジット対応を進めようというインセンティブが働かない面がある。 

 

【個別の体験観光ガイド事業者において、クレジット対応が進みにくい理由】 

①へき地であっても、「体験」自体を目的として来ているため、現地に来る前段階でクレジット

利用ができないことがわかっていれば、事前に現金を用意してくる顧客が多い。 

②個人事業主的に行っている事業者が多いことから、そもそもの受入れキャパシティが小さい

ため、事業規模拡大に対するインセンティブが働きにくい。（売上を増やすよりも、自分達が

対応できる範囲で事業を継続できれば良いと考える事業者も多い。） 

 

その上で今後、体験観光分野でクレジット等が利用できる環境整備を進めるには、まずはモバ

イル決済端末やスマホ決済等の野外通信可能な端末導入を推進すると同時に、地元飲食店と同様、

観光協会やホテルと連携したガイドクーポンをクレジットで購入できる体制の構築が求められる。 

そのような仕組みの一例として、青森県八戸市が運営している「八戸観光 Navi」では、八戸市

の体験観光（体験プログラム）を分野別に整理して掲載した、ポータルサイトの形になっている。

当該サイトについては平成 29 年 3 月時点では、クレジットカードによる決済ができる仕組みに

はなっていないが、既にクレジット決済対応していることが多いホテル等と連携することで、そ

の購入についてクレジット利用できるようにすることが可能であり、間接的に、地域・エリアと

してはクレジット決済の環境を整えることにつながると考えられる。 
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【「八戸観光 Navi」ホームページより】 

 
 

  

（参考）八戸観光 Navi（最終アクセス：平成 29 年 3 月 30 日）https://hachinohe-kanko.com/ 
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6．決済端末等の普及モデルセミナーの開催 

前項の「決済端末等の普及モデル」について、道内での啓蒙を図るため、「釧路市」「網走市」

「小樽市」「室蘭市（登別・洞爺）」の道内 4 地域において以下の通りセミナーを開催した。 

 

6-1. 開催概要 

セミナーは全 4 会場で「ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱」と「㈱JTB 北海道」にご協力を

頂き、また釧路会場では前出 2 社に「㈱カーニバル・ジャパン」と「釧路市水産港湾空港部」を

加えた計 4 団体（3 社+1 自治体）にご協力を頂いて、以下の通り開催した。 

 

(1) 釧路会場 

項目 内容 

セミナー名 訪日外国人『消費拡大』セミナー 

開催日時 平成 29 年 2 月 13 日（月）13:00～17:15 

セミナー会場 道東経済センタービル 5 階 大会議室（釧路市大町 1 町目 1-1） 

当日次第 

(タイムテーブル) 

【第 1 部】クルーズ船受入れセミナー（13:00～14:30） 

・主催者挨拶（13:00～13:05） 

北海道運輸局 釧路運輸支局長 畑中 雅嗣 

・講演（13:05～13:55） 

「近年のクルーズ船客の動向と寄港時の現状と課題」 

     講師：㈱カーニバル・ジャパン 営業部長 猪股 富士雄 氏 

・報告（13:55～14:15） 

「クルーズ船の寄港と釧路港」 

     講師：釧路市 水産港湾空港部 港湾空港振興課 

みなと活性化主幹 渡部 港吾 氏 

 ・質疑応答＋参加者アンケート（10 分） 

【第 2 部】決済環境改善セミナー（14:45～17:15） 

・主催者挨拶（14:45～14:50） 

北海道運輸局 釧路運輸支局長 畑中 雅嗣 

・報告（14:50～16:10） 

   「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

     報告者：㈱道銀地域総合研究所 主任研究員 山本 真史 

・先進地域での事例紹介（16:15～17:05） 

   「国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み」 

     講師：ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

           マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 橋本 明史 氏 

 ・質疑応答＋参加者アンケート（10 分） 
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参加者募集用 

リーフレット 

 

主催・共催・協力 【第 1 部】 

（主催）北海道運輸局、北海道運輸局釧路運輸支局 

（共催）釧路港利用整備促進協議会釧路クルーズ振興部会 

【第 2 部】 

（主催）北海道運輸局、北海道運輸局釧路運輸支局 

（共催）釧路商工会議所、水のカムイ観光圏協議会 

（協力）釧路市、（一社）釧路観光コンベンション協会 
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(2) 網走会場 

項目 内容 

セミナー名 訪日外国人の消費拡大に向けた、決済環境整備の調査結果と取組み実例 

開催日時 平成 29 年 2 月 15 日（水）13:30～16:00 

セミナー会場 オホーツク・文化交流センター（エコーセンター2000） 2 階 会議室 

（網走市北 2 条西 3 丁目 3 番地） 

当日次第 

(タイムテーブル) 

・主催者挨拶（13:30～13:35） 

北海道運輸局 北見運輸支局長 立川 雅志 

・報告（13:35～14:35） 

  「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

    報告者：㈱道銀地域総合研究所 主任研究員 山本 真史 

・先進地域での事例紹介（14:40～15:30） 

  「国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み」 

    講師：ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

          マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 橋本 明史 氏 

・免税制度に関する説明（15:30～15:50） 

説明者：北海道運輸局 観光部 観光企画課 課長補佐 清野 信也 

・質疑応答（10 分） 

参加者募集用 

リーフレット 

 

主催・共催・協力 （主催）北海道運輸局、北海道運輸局北見運輸支局 

（共催）網走市、網走商工会議所 
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(3) 小樽会場 

項目 内容 

セミナー名 訪日外国人の消費拡大に向けた、決済環境整備の調査結果と取組み実例 

開催日時 平成 29 年 2 月 24 日（金）13:30～16:00 

セミナー会場 小樽経済センター ４階 ホール（小樽市稲穂 2 丁目 22 番 1 号） 

当日次第 

(タイムテーブル) 

・主催者挨拶（13:30～13:35） 

北海道運輸局 観光部 観光企画課長 野口 知希 

・報告（13:35～14:45） 

  「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

    報告者：㈱道銀地域総合研究所 主任研究員 山本 真史 

・先進地域での事例紹介（14:50～15:50） 

  「国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み」 

    講師：ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

      マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 橋本 明史 氏 

・質疑応答（10 分） 

参加者募集用 

リーフレット 

 

主催・共催・協力 （主催）北海道運輸局 

（協力）小樽市、小樽商工会議所、小樽観光協会 
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(4) 室蘭会場（登別・洞爺） 

項目 内容 

セミナー名 訪日外国人の消費拡大に向けた、決済環境整備の調査結果と取組み実例 

開催日時 平成 29 年 3 月 3 日（金）13:30～16:00 

セミナー会場 室蘭地方合同庁舎（入江町庁舎）5 階 大会議室（室蘭市入江町 1 番地） 

当日次第 

(タイムテーブル) 

・主催者挨拶（13:30～13:35） 

北海道運輸局 室蘭運輸支局長 佐藤 秀典 

・報告（13:35～14:45） 

  「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

    報告者：㈱道銀地域総合研究所 主任研究員 山本 真史 

・先進地域での事例紹介（14:50～15:50） 

  「国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み」 

    講師：ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

      マーケティング マネージャー  西谷 麻耶 氏 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 橋本 明史 氏 

・質疑応答（10 分） 

参加者募集用 

リーフレット 

 

主催・共催・協力 （主催）北海道運輸局、北海道運輸局室蘭運輸支局 

（共催）北海道登別洞爺広域観光圏協議会 
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6-2. 参加者アンケートの実施 

セミナー参加者に対して、以下のアンケートを実施し、セミナーの有益性の他、今後の地域に

おけるインバウンド拡大に向けて取組みたい事項等について回答してもらった。なお回答結果に

ついては、次ページ以降の結果集計の通りであった。 

 

【参加者アンケート票（4 会場共通）】 
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【全 4 会場におけるアンケート結果集計】 

項目 結果 コメント 

Q1.所属 

 

【回答 N 数=87】 

行政機関・観光協会が中心も、

民間事業者からも 23%の出席

があり、「訪日外国人の決済環

境整備」について相応の関心を

持っている様子が伺える。 

Q2.受入意向 

 

【回答 N 数=85】 

インバウンド観光の受入れ意

向については、参加者の 89.4%

が「積極的」と回答しており、

関心のある団体・事業者の参加

が多かった。 

Q3-1.セミナー 

 の参考程度 

 

【回答 N 数=85】 

セミナーの内容については「役

立つ」と「参考になった」で

96.5%となり、全 4 回を通じて

一定の有効性があったものと

考えられる。 

Q3-2.特に参考 

 になった内容 

 

【回答 N 数=69】 

回答者の 81.2%が「アンケート

結果分析」を、43.5%が「他地

域での先進事例」が参考になっ

たと回答していた。 
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項目 結果 コメント 

Q4-1.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた地域の 

 強化事項 

 

【回答 N 数=89】 

『地域』としての強化事項で

は、「言語対応」「Wi-Fi」「おも

てなし」が上位に来る中、決済

環境は「クレジット等による決

済環境の整備」についても上位

に来ていた。 

Q4-2.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた自法人 

 の強化事項 

 

【回答 N 数=89】 

『自法人』としての強化事項に

ついては、「おもてなし」「言語

対応」が上位に来ているが、「ク

レジット等による決済環境の

整備」については 18%と限定的

であった。（行政機関等、決済を

伴わない法人からの参加も多

かったためと考えられる。） 

Q5.セミナーの

情報入手源 

 

【回答 N 数=79】 

セミナー参加者の 65.8%が北

海道運輸局経由で、22.8％が地

元自治体経由でセミナー情報

を入手していた。 
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6-3. 各会場における開催結果 

各会場における開催結果については、会場別に以下の通りまとめた。 

※なお、当日配布のセミナー資料については、P.101 ページ以降に参考資料として掲載。 

 

(1) 釧路会場 

平成 29 年 2 月 13 日(月)に開催した釧路におけるセミナー結果については、以下の通り。 

 

①セミナー参加人数（第 1 部及び第 2 部合算） 

事前応募人数 76 名 

当日参加人数 60 名 （内訳）出席：52 名、当日参加：8 名、欠席：24 名 

 

②開催の様子（第 2 部：決済環境改善セミナー） 

 

「主催者挨拶」 

北海道運輸局 釧路運輸支局 

支局長 畑中 雅嗣 

 

「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

㈱道銀地域総合研究所 

主任研究員 山本 真史 

 

「先進地域での実施事例①」 

ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

 

「先進地域での実施事例②」 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 

橋本 明史 氏 
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③質疑応答 

質疑① 質問 （質問ではないが、）クルーズ船入港時のタクシー利用について、本実証事業

を通じてクレジットによる決済が増え、次年度につながる取組みになったと

思う。ありがとうございました。 

回答 － 

質疑② 質問 京都での外国人向けタクシーの事例もあったが、もう少し詳細について教え

て頂いてもよいか？ 

回答 【回答者】Visa：龍 氏 

京都市では外国人に親切なタクシーという意味で「Foreign Friendly TAXI

（フォーリン・フレンドリー・タクシー）」という定義を明示し、京都駅前

に専用の乗り場も設けた実証事業に取組んでいる。この取組みでは、「運転

手が簡単な英語等で外国人とコミュニケーションを取れる」や「料金のク

レジットカード決済が可能」といったことを条件に「Foreign Friendly 

TAXI」を名乗れるようにしている。 
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④アンケート結果（第 2 部：決済環境改善セミナー） 

項目 結果 コメント 

Q1.所属 

 

【回答 N 数=20】 

アンケート回答者では、民間事

業者からの出席が 50%と最多

であり、本事業での実証事業を

実施した地域として、一定程度

の浸透が図れた様子が伺えた。 

Q2.受入意向 

 

【回答 N 数=20】 

75%が「積極的」も、「わからな

い」が 15%、「消極的」が 10%

と、相応の割合となっていた。 

Q3-1.セミナー 

 の参考程度 

 

【回答 N 数=19】 

セミナー内容については「役立

つ」と「参考になった」で 94.7%

となり、受入意向の有無にも関

わらず、参考になる部分を得て

頂いた。 

Q3-2.特に参考 

 になった内容 

 

【回答 N 数=14】 

回答者の 85.7%が「アンケート

結果分析」を、42.9%が「他地

域での先進事例」「消費拡大と

決済端末等の普及のポイント」

が参考になったと回答してお

り、関心の高さが伺えた。 
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項目 結果 コメント 

Q4-1.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた地域の 

 強化事項 

 

【回答 N 数=20】 

『地域』としての強化事項で

は、「言語対応」の次に「クレジ

ット等による決済環境の整備」

が上位に来ており、実証事業を

実施した地域として、一定程度

の浸透が進んだものと考えら

れる。 

Q4-2.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた自法人 

 の強化事項 

 

【回答 N 数=20】 

一方、『自法人』としての強化事

項は、「おもてなし」「言語対応」

「Wi-Fi」が上位に来る中、「ク

レジット等による決済環境の

整備」は 25%と限定的だった。

（行政機関等、決済を伴わない

法人からの参加が多かったた

めと思われるが、民間事業者間

でも差異が見られる。） 

Q5.セミナーの 

情報入手源 

 

【回答 N 数=18】 

セミナー参加者の 72.2%が北

海道運輸局経由で、22.2％が地

元自治体経由でセミナー情報

を入手していた。 

Q6.自由意見 ●小規模事業者（事業所）へ対する資金的な支援策が欲しい。 

※カード決済から入金までのつなぎ資金。 

●小規模店舗が多い中では、決済手数料がおさえられることが何より普及に

対して重要だと思われます。 

●外国人向けには増強すべきだが、地域においては使用状況が低調。 

●現在は海外でたくさんおろせないため（限度あり）クレジットカードで 

支払うのが便利です。それに、ATM の利用も好まない。 

●ストレスフリーになるよう、努力したいと思います。 
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 (2) 網走会場 

平成 29 年 2 月 15 日(水)に開催した網走におけるセミナー結果については、以下の通り。 

 

①セミナー参加人数 

事前応募人数 20 名 

当日参加人数 22 名 （内訳）出席：18 名、当日参加：4 名、欠席：2 名 

 

②開催の様子 

 

「主催者挨拶」 

北海道運輸局 北見運輸支局 

支局長 立川 雅志 

 

「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

㈱道銀地域総合研究所 

主任研究員 山本 真史 

 

「先進地域での実施事例①」 

ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

 

「先進地域での実施事例②」 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 

橋本 明史 氏 
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③質疑応答 

質疑① 質問 クレジットカード払いに関わる、事業者側の手数料について教えて欲しい。 

回答 【回答者】道銀総研：山本 

手数料は加盟店事業者の業種等によって異なるため、この場では一律で

何%とは回答できない。具体的には、「クレジットブランド」と「業種」で

ある程度決まり、ここに実際に加盟店契約をする信販会社手数料が入って

来るので、最後は加盟店契約をする個別の信販会社との交渉になる。 
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④アンケート結果 

項目 結果 コメント 

Q1.所属 

 

【回答 N 数=19】 

アンケート回答者では、42.1%

が「行政機関」、36.8%が「観光

協会」と、想定していたターゲ

ット層を中心に集客ができた。 

Q2.受入意向 

 

【回答 N 数=19】 

「積極的」が 100%となってい

た。 

Q3-1.セミナー 

 の参考程度 

 

【回答 N 数=18】 

セミナー内容については「役立

つ」と「参考になった」で 88.9%

となったが、「思っていたのと

違った」も 11.1%の回答があっ

た。 

Q3-2.特に参考 

 になった内容 

 

【回答 N 数=14】 

78.6%が「アンケート結果分

析」を、42.9%が「消費拡大と

決済端末等の普及のポイント」

を、35.7%「他地域での先進事

例」と回答しており、自地域へ

の応用へはもう一歩踏み込む

必要性があると推察される。 
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項目 結果 コメント 

Q4-1.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた地域の 

 強化事項 

 

【回答 N 数=20】 

『地域』としての強化事項で

は、「言語対応」「Wi-Fi」「クレ

ジット等による決済環境の整

備」「おもてなし」が上位に来て

いた。 

Q4-2.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた自法人 

 の強化事項 

 

【回答 N 数=20】 

『自法人』としての強化事項に

ついては、圧倒的 1 位が「おも

てなし」で、次が「言語対応」

が上位に来ていた。（行政機関・

観光協会の参加が多かったた

め、「クレジット等による決済

環境の整備」について直接は関

係なかったと推察される。） 

Q5.セミナーの 

情報入手源 

 

【回答 N 数=19】 

セミナー参加者の 57.9%が北

海道運輸局経由で、36.8％が地

元自治体経由でセミナー情報

を入手していた。 

Q6.自由意見 ●クレジットカードの利用が国際的に高いことが理解できた。 
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(3) 小樽会場 

平成 29 年 2 月 24 日(金)に開催した小樽におけるセミナー結果については、以下の通り。 

 

①セミナー参加人数 

事前応募人数 33 名 

当日参加人数 30 名 （内訳）出席：27 名、当日参加：3 名、欠席：6 名 

 

②開催の様子 

 

「主催者挨拶」 

北海道運輸局 観光部 観光企画課 

課長 野口 知希 

 

「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

㈱道銀地域総合研究所 

主任研究員 山本 真史 

 

「先進地域での実施事例①」 

ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

マーケティング ディレクター 龍 武史 氏 

 

「先進地域での実施事例②」 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 

橋本 明史 氏 
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③質疑応答 

質疑① 質問 釧路の実証事業でフィッシャーマンズワーフ MOO に免税カウンターを設置

したとのことだが、その辺の現状についてわかる範囲でお教え頂きたい。 

回答 【回答者】北海道運輸局：清野 

MOO の免税一括カウンターについて実際は、本実証事業として行った訳

ではないが、今回は本実証事業と免税一括カウンター開設のタイミングが

合ったので一緒に展開した。（8 月の台風等の影響もあって）実証期間中の

MOO 自体の集客が減っていたという状況はあったものの 1 日何件かの利

用はあり、また 12 月は売上総体も増えているとのことから、相応の効果

はあると考えている。ただ現在は仮設のカウンターなので、今後改修し、

観光案内機能も強化していく予定もあると聞いている。 

質疑② 質問 クレジットの環境整備について、事業者側の整備進まない具体的理由は何か。 

回答 【回答者】Visa：龍 氏 

やはり、「手数料」が一番の課題だとは考えている。しかし「何のために手

数料を払ってまで、クレジット決済を受け付けているのか？」という点は、

事業者とカード会社との間で目線が合っていないと感じており、この理解

齟齬があるために単純に「手数料がもったいない」という部分に焦点があ

たってしまっているのではないか。手数料を払ってまでクレジット決済が

できるようにしているのであれば、そのメリットを最大限に活かせるよう

に店頭でのアクセプタンス表示等に力を入れるべきであるし、クレジット

払いを受付けられるメリットを享受するための工夫をしないのであれば、

そもそもクレジットを受付けられるようにする意味も薄いので、個人的に

はそういう事業者にとってはクレジット自体を止めてしまっても良いので

はないかと思っている（そこは、お店毎の判断だと思う）。 

質疑③ 質問 京都のアクセプタンスマークの印刷費用等は、カード会社で負担したのか。

また京都の例で、Visa 以外の他のカードブランドのマークも貼りたいという

要望はでなかったのか。 

回答 【回答者】Visa：龍 氏 

 京都の例では、京都市と Visa とで実施した実証事業なので、Visa として

費用負担をして作成した。また、あくまで Visa として実施した実証事業な

ので、他のカードブランドマークも貼りたいという話にはならなかった。 

表参道の例では、Visa 以外のものも貼りたいということとなったので、そ

こは地域が費用負担して対応し、Visa は費用を負担していない。 
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④アンケート結果 

項目 結果 コメント 

Q1.所属 

 

【回答 N 数=25】 

「民間事業者」と「行政機関」

がそれぞれ 32%と最多であり、

民間の観光事業者が積極的な

様子が伺えた。 

Q2.受入意向 

 

【回答 N 数=23】 

95.7%が「積極的」であった。 

Q3-1.セミナー 

 の参考程度 

 

【回答 N 数=25】 

観光の街ということもあり、

「役立つ」と「参考になった」

で 100%となった。特に「役立

つ」が 28%と開催 4 地域で最

多であり、観光に対する意識の

高さが伺えた。 

Q3-2.特に参考 

 になった内容 

 

【回答 N 数=20】 

回答者の 85%が「アンケート結

果分析」を、55%が「他地域で

の先進事例」が参考になったと

回答しており、他地域の事例を

自地域に活かしていこうとす

る様子が伺えた。 
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項目 結果 コメント 

Q4-1.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた地域の 

 強化事項 

 

【回答 N 数=25】 

『地域』としての強化事項で

は、「Wi-Fi」が 1 位で、「クレ

ジット等による決済環境の整

備」については 28%に留まって

いたことから、観光面では相応

にクレジット対応も地域とし

て進めているものと想像され

た。 

Q4-2.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた自法人 

 の強化事項 

 

【回答 N 数=25】 

『自法人』としての強化事項に

ついては、「おもてなし」が上位

に来ており、それ以外について

は 20%前後で万遍なく課題意

識がある様子が伺えた。 

Q5.セミナーの 

情報入手源 

 

【回答 N 数=22】 

セミナー参加者の 40.9%が北

海道運輸局経由で、27.3％が地

元自治体経由で、27.3%がその

他からセミナー情報を入手し

ていた。 

Q6.自由意見 ●決済端末の助成だけではなく、加盟店手数料の助成やクレジット取引の 

税制優遇などの国としての取組みを要望します。 

●外国人の来店を好まない商店主等が意外に多いのに驚きました。日本人の

意識改革も必要だと思いました。 

●JTB の橋本さんの話は面白かった！VISA、道銀さんの話はクレジットの

宣伝のように聞こえた！ 

●決済システムの多様化がわずらわしい。1 本化できないか。 

●行政が音頭を取らないと進まない。 
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(4) 室蘭会場（登別・洞爺） 

平成 29 年 3 月 3 日(金)に開催した釧路におけるセミナー結果については、以下の通り。 

 

①セミナー参加人数 

事前応募人数 27 名 

当日参加人数 27 名 （内訳）出席：24 名、当日参加：3 名、欠席：3 名 

 

②開催の様子 

 

「主催者挨拶」 

北海道運輸局 室蘭運輸支局 

支局長 佐藤 秀典 

 

「北海道内における決済環境調査結果のご報告」 

㈱道銀地域総合研究所 

主任研究員 山本 真史 

 

「先進地域での実施事例①」 

ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ 

マーケティング マネージャー 西谷 麻耶 氏 

 

「先進地域での実施事例②」 

㈱JTB 北海道 札幌法人事業部 

橋本 明史 氏 
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③質疑応答 

質疑① 質問 実際にクレジット決済のシステムを導入する場合に、当初費用や月々のラン

ニングがいくらくらいかかるのかについて教えて欲しい。（事業者に話をして

いく際の参考にしたい。） 

回答 【回答者】Visa：西谷 氏 

Visa 自体はカード等を直接発行している訳ではなく、決済の仕組みを提供

している会社になる。したがってご質問の費用関係については、実際にカ

ードを発行されているカード会社に直接お問い合わせ頂くことになる。 

【回答者】道銀総研：山本 

 今回の調査を通じてわかった範囲で回答させて頂くと、カード業界全体は

Visa のような親元カードブランド会社の下に、提携の国内大手カード会

社、地域地場のカード会社がある構造。したがって原則的には、カード会

社と加盟店契約する事業者との間で個別に取引条件を決める仕組みになっ

ている。費用は大きく 2 種類あり、当初コストは端末代、ランニングコス

トはクレジット決済額に応じた手数料が発生し、この手数料率が業種毎で

異なっている。 

【回答者】Visa：西谷 氏 

 最近はスマートフォン等に差す形で初期コストを抑えた端末商品（square

や楽天スマートペイ等）も出ているので、そういったものを使うと初期コス

トが安く抑えられる。 
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④アンケート結果 

項目 結果 コメント 

Q1.所属 

 

【回答 N 数=23】 

「行政機関」が 56.5%、「観光

協会」が 34.8%、「経済団体」が

8.7%であった。 

Q2.受入意向 

 

【回答 N 数=23】 

87%が「積極的」も、「わからな

い」が 8.7%、「消極的」が 4.3%

となっていた。 

Q3-1.セミナー 

の参考程度 

 

【回答 N 数=23】 

「役立つ」と「参考になった」

で 100%であったが、「役立つ」

の回答は 8.7%にとどまった。 

Q3-2.特に参考 

 になった内容 

 

【回答 N 数=21】 

回答者の 76.2%が「アンケート

結果分析」を、38.1%が「他地

域での先進事例」が参考になっ

たと回答しており、インバウン

ドの入込が多い地域の割には

全体的な回答率が低位であっ

たと感じられた。 
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項目 結果 コメント 

Q4-1.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた地域の 

 強化事項 

 

【回答 N 数=24】 

『地域』としての強化事項で

は、「言語対応」「Wi-Fi」「クレ

ジット等の決済環境の整備」が

上位も、全体的に万遍なく課題

意識があるような様子が伺え

た。 

Q4-2.外国人の 

 消費拡大に 

 向けた自法人 

 の強化事項 

 

【回答 N 数=24】 

『自法人』としての強化事項に

ついては、「おもてなし」「言語

対応」が上位に来ているが、「ク

レジット等の決済環境の整備」

については限定的であった。

（行政機関等、決済を伴わない

法人からの参加も多かったた

めと考えられる。） 

Q5.セミナーの 

情報入手源 

 

【回答 N 数=20】 

セミナー参加者の 95.0%が北

海道運輸局経由で、セミナー情

報を入手していた。 

Q6.自由意見 ●総論賛成、各論反対の細かい分析が知りたい。 

●小さな店がカード決済を導入したいと思える環境をカード会社も考えて 

いってほしい。 

●免税店もそうだが、決済に関しては地域や商店街が一体となり取り組む 

ことが旅行者の利便性につながる。伴わせて、地域の売りにもなると思う。 

地域全体で取り組むことの重要性を再認識した。 

●商品の魅力増進のほかに、買える環境づくりの重要性を感じました。 

  



99 

 

7．事業のまとめ・考察 

本事業のまとめとして、本項にて改めて、クレジット端末等の普及を中心とした決済環境整備

について、その課題と方策の全体像を以下の通り整理した。 

 

【北海道におけるクレジット決済端末等の普及に向けた課題構造と普及モデル】 

 

 

クレジット端末等の普及を中心とした決済環境整備に向けた「課題」と「課題解消への方策」

は以上の通りであるが、クレジット端末等の普及に向けて、本調査を通じて判明したポイントは

大きく次ページの 3 点である。  
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【クレジット端末等の普及に向けたポイント】 

主なポイント（施策指針） 内容 

①「総論賛成、各論反対」 

への対応 

外国人旅行者が急速かつ継続的に増えている中で、「地域」とし

て何かしら取組むべきという意識は各事業者とも有している。

その一方で個別の事業者がコストをかけて取組むことについ

ては、事業者毎の費用対効果意識のため、消極的であった。こ

のことから、「地域としての取組み」を強調した、総論に沿った

動きが必要である 

②行政主導による動きは、 

 地域への影響力が大きい 

上記①に関連して、「地域としての取組み」の担い手として、「地

域の自治体」を中心とした行政機関（含む、関連機関）は最も

適切だと言える。行政主導の動きは、個々の事業者間の利害関

係意識を薄め、地域の関係者に安心感を与えるという効果が期

待できる。 

③点ではなく、面で展開 「地域で取組む」ということはすなわち、「面で取組む」という

ことであるが、いずれにせよ今回の調査事業では「個々の事業

者（=点）を 1 者ずつ説得していくことによる決済環境整備に

は限界がある」ことがわかった。地域毎に主要な「業種」を絞

り込む等も含め、「面で取組む」ことで事業者側の負担感の軽減

も図りながら取組める仕組み作りができると、直接的・間接的

に、クレジットを利用した決済環境の整備につながっていくも

のと考えられる。 

 

ここまでの検証から、訪日外国人向け決済環境整備に取り組む際、その初動段階での動きを行

政機関が主導することの重要性は非常に高いと言える。また、地域の小売店等の個々の事業者の

決済端末設置に対する負担軽減を図りながら決済環境整備を進めるには、観光協会や商店街等が

主導して、地域内で利用可能なクーポン（ミールクーポン、体験メニュークーポン等）を事前に

クレジット決済できる仕組み（＝間接的なクレジット決済環境の整備）の構築や、地域一体とな

ったキャンペーン実施による話題づくりや PR を行うなど、地域（＝面）として取り組むことが

効果的である。 

以上のことから、決済環境の整備及びクレジットカードの普及・啓蒙の取り組みを推進するた

めには、地域の行政機関が、初動段階においてリーダーシップをとって啓蒙活動を行い、意識醸

成を図るとともに、地域の「観光協会」「経済団体（商工会議所、商工会、商店街組合 等）」「業界

団体（宿泊、飲食、体験観光 等）」「地元のクレジットカード会社」「商業施設」等と連携し、例え

ば上記のような“地域一体の取組”として、目指すべき環境作りにむけた啓蒙活動に、複数年を

かけて取り組むことが最重要であると本稿では結論付ける。 

 

以上 
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参考資料（決済端末等の普及モデルセミナー配布資料） 

 

(1) 北海道内における決済環境調査結果のご報告（㈱道銀地域総合研究所） 
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(2) 国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み① 

（ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱） 
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 (3) 国内のインバウンド、決済インフラ整備の課題と取り組み②（㈱JTB 北海道） 
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